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に聞く�
FFGのお取引先企業をご紹介します。�

株式会社 日本無線電機サービス社

代表取締役社長 近藤 �一郎氏

取引店 福岡銀行 下関支店

宮島醤油 株式会社

代表取締役社長 宮島 清一氏

取引店 福岡銀行 唐津支店

繊月酒造 株式会社

代表取締役社長 堤 正博氏

取引店 熊本ファミリー銀行 人吉支店

株式会社 三浦工業所

代表取締役社長 三浦 学氏
取引店 親和銀行 浜町支店

福岡銀行 長崎支店

頭取の企業訪問
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に聞く�

漁船用無線機製造からの出発
－今から６２年前の１９４８年（昭和２３
年）、当社は漁船用の無線機メー
カーとして神戸で産声を上げまし
た。当時は戦後間もないこともあ
り、深刻な食料不足の状況が続い
ていました。その頃、大手無線メー
カーに勤務していた私の父は、食
料不足解消のため漁業が復興する
にあたり、漁船に搭載する無線機
の需要が高まると考え、それまで
の経験を生かそうと当社を立ち上
げました。翌４９年には、「漁船が
一番集まる場所」を求め、現在の
本社がある下関市に会社を移転し
たところ、その読みが的中し、全
国各地から船舶無線の注文が殺到
しました。
６０年代に入り「獲る漁業」か
ら「育てる漁業」への政策転換が
始まったこともあって、大型船舶
の自動化拡大に伴い、船舶の安定
的な航行を支える為の制御機器や
動力分野に進出しました。
船舶用のシステムは、限られた
スペース内に構築する為、高い技
術が必要とされます。当社では、
常に時代の最先端技術を開発しな
がら、世界中の海で活躍する船舶
の安全と効率的な運行に貢献する
ことを目標としています。

一隻一隻にすべての責任をもって
－一概に「船舶」と言っても様々
な種類があります。フェリーやク
ルーズ船などの客船、液化天然ガ
ス（ＬＮＧ）運搬船、コンテナ船、
タンカー、自動車運搬船、鉄鉱石
運搬船、調査船など多種多様であ
り、関連する船級や規格もそれぞ
れ異なっています。
当社では、このような多様な船
舶にも、種類ごとに最適な製品が
ご提供出来るよう、設計・開発か
ら製作、納入を行っています。ハー
ドからソフトまで一貫して自社開
発を行うことで、お客様から頂い
たご要望も、いち早く製品に反映
させることが可能です。
また、ＩＳＯ９００１を取得し、受
注から生産、アフターサービスま
で国際規格に適合したシステムで
生産しています。更に、船級協会
が認める品質管理体制を有する事
業所としての承認も取得しており、
常にお客様に安全で安定した品質
の製品を提供出来る体制を構築し
ています。これらにより、長期間
稼動し続ける船舶に、部品の供給
と最適なメンテナンスの提供が可
能となっており、海上輸送の安全
と効率化、物資流通の円滑化にも
寄与しています。

超ハイテク船に計装・
動力システムを納入している
世界唯一のメーカー
－現在、世界で最も進んだハイ
テク船と言われる液化天然ガス
（ＬＮＧ）運搬船向けの計装および

動力システムにおいて、当社はそ
れぞれの最先端の製品を同時に納
入することが出来る世界唯一の
メーカーです。ＬＮＧ運搬船向け
の計装システムとしては世界初の
統合制御システムである「ＯＡＳ
ＩＳ（商品名）」を、動力システム
では、船舶に搭載出来る小型の高
圧配電盤を開発し、ＬＮＧ船向け
に納入しています。
また、当社は環境への負荷軽減
の為にも様々な取り組みを行って
います。製造工程においては、二
酸化炭素や窒素酸化物の発生が少
ないガスヒートポンプによる空調
を採用し、塗装工程を従来の溶剤
塗装から環境負荷の少ない粉末塗
装に変更するなど、環境負荷低減
に努めています。更に２０１１年に
はＩＳＯ１４００１の認証取得を計画
しています。製品としては、停泊
中の船舶による大気汚染を防止す
る為、陸上からの電源供給システ
ムも他社に先駆けて開発し、平成
２２年度科学技術分野の文部科学
大臣表彰において「科学技術賞（技
術部門）」を受賞しました。これ
からもお客様のご要望やご期待に
お応え出来るマリンオートメー
ションのオンリーワン企業を目指
して参ります。

現場力の向上を目指して
－人材育成については、技術継
承を重視しており、部門毎に、コ
ストダウンや品質改善計画、各人
の業務スキルを一覧表にしたスキ
ルマップ等をＶＭ（ビジュアルマ

株式会社 日本無線電機サービス社
代表取締役社長

近藤 �一郎氏
■設 立：１９４８年８月
■所 在 地：山口県下関市 ■資 本 金：１，０００万円
■従 業 員：約４２０名（グループ全体）
■事業内容：船舶及び産業用監視・制御システム、

電気・電子応用機器の製造
■事業拠点：山口県下関市（本社、豊浦製作所）、東京都港区（支社）、

オランダ・シンガポール（現地法人）、上海（駐在所）
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ネジメント）ボードに掲示して情
報を共有化しています。また、こ
うした「見える化」への取り組み
により現場の改善にも繋がってい
ます。
当社の特徴として、従業員全体
の約４割を女性が占め、エンジニ
アや通訳等総合職でも活躍してい
ます。しかし、業務に習熟した女
性従業員が結婚や出産を機に退職
するケースが多く、これまで経営
上の課題となっていました。この
課題を少しでも解消する為、産休
後も復帰しやすいよう２００８年に
豊浦製作所内に託児所「ラッコラ
ンド」を開設して、子育てをしな
がら働く女性を積極的に支援し安
心して働ける環境をつくっています。

「前を売る」「後を売る」
～新たな事業への注力～
－現在、当社が注力している課
題として、「前を売る」「後を売る」
があります。
「前を売る」とは、最終ユーザー
である海運会社等、顧客へのマー
ケティング活動のことを指してお

り、「後を売る」とは、就航済み
の船向け商品やサービスの拡販を
指しています。
具体的には、「前を売る」とし
ては、ブランドイメージの向上や
タイムリーな新製品開発等、顧客
ニーズをいち早く実現出来るよう
なマーケティング手法の改革を検
討しています。「後を売る」とし
ては設備の老巧化した既存船のシ
ステムを交換することにより延命
する「システム換装」事業や老朽
化を予防する定期点検、船員のメ
ンテナンス能力向上を目的とした
技術研修等に注力しています。
また、オランダとシンガポール、
中国には現地拠点を設置しており、
それ以外の国にも提携のアフター
サービス代理店を設けています。
これにより、世界中どこでも対応
が可能なグローバルサポート体制
を採っております。
これからも、世界ナンバーワン
の品質と信頼を提供するブランド
企業を目指して、全社一丸となっ
て業務に邁進して参ります。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

６０年代に大型船舶の自動化
を予見し、いち早く制御機器・
動力分野に進出され、現在では
世界で最先端の技術や製品を有
される企業となられました。こ
れも、当社の先見性と技術力の
高さの賜物であるとお察し致し
ます。
また、小さなお子さんを持つ
女性も安心して働けるよう工場
内に託児所が開設される等、従
業員のニーズに積極的に対応さ
れていることも、当社の好調な
業績を支える要因の一つではな
いでしょうか。これからも、世
界ナンバーワンの品質と信頼を
提供するブランド企業として、
ご発展されることを祈念致します。

工場見学の様子 ＶＭボードの説明 託児所「ラッコランド」

計装システム製造の様子 左から中津留豊浦製作所長、近藤社長、谷頭取、
坂本支店長、小林グループリーダ

完成直前の計装システム
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に聞く�

海運業から醤油醸造業への転身
－当社の創業者である七世宮島
でん べ え

傳兵衞は、今から１２８年前の１８８２
年（明治１５年）、佐賀県唐津市に
醤油と味噌の醸造所を作りました。
当社ではこの年を創業年としてい
ます。
徳川時代の宮島家は水産業や炭
鉱業を営んでおり、若き七世宮島
でん べ え

傳兵衞も唐津炭田の石炭を関
東・関西に届ける遠隔地海運業を
行っていました。しかし、１８７７
年（明治１０年）に伊豆半島沖で起
こした海難事故をきっかけに、リ
スクの高い遠隔地海運や石炭採掘
事業よりも、日用品である醤油や
味噌を製造することこそが安定し
た商売になると考え、事業転換を
図ったのです。

業界に先駆け、加工食品事業で
多角化
－戦後の新法下での株式会社設
立は１９５０年（昭和２５年）です。６０
年代になると業界に先駆けて、
ソースやスープ等の製造に着手し
ました。８９年（平成元年）にはレ
トルトパウチ食品等の生産拠点と
して唐津市内に妙見工場を新設。

００年（平成１２年）には、外資系企
業であるハインツ日本の宇都宮工
場を買収し、首都圏に向けて業務
用ソース類の大量供給を始めまし
た。こうして確立した３工場体制
により、宮島醤油の調味料、加工
食品事業は全国展開が可能となり
ました。
当社では全社一元リアルタイム
管理の情報システムを導入してい
ます。このシステムにより、例え
ば妙見工場では、営業担当が受注
データを送信すると、データの内
容に応じて随時、生産・出荷計画
が立てられます。必要な原材料を
自動的に算出して生産が行われる
一方、すべての原材料と製品在庫
について、ロットごとに入庫日、
製造日、賞味期限等が把握されて
います。このシステムによって効
率的な生産活動が可能となり、妙
見工場では三千種類以上の食品を
作り出しています。

未来を見据えた「技術立社」の
実現に向けて
－競争力のある会社を作るには、
新技術の開発と技術の高度化に挑
戦する姿勢が大切だと私は考えて
います。当社では、こうした姿勢
を「技術立社」と呼んで経営理念
に掲げるとともに、その実現に向
けて「教育」「基礎研究」「商品開
発」に取り組んでいます。
教育については、０４年（平成１６

年）から工場間交流研修を実施し
ており、唐津と宇都宮の工場から
相互に約３ヵ月間、違う工場に出
向させています。住み慣れた地元
を離れて過ごす事で視野を広げる
と同時に、研修終了時には出向先
への改善提案を義務付けることで、
業務の改善に役立てています。
また、０５年（平成１７年）には社
内学校「宮島技術学校」を開校し、
物理化学、食品加工学、及び微生
物学を１年間学ばせています。私
も物理化学の講師として、生産現
場に即した話題を盛り込みながら
講義を行っています。
基礎研究と商品開発については、

０７年（平成１９年）に基礎研究室を
新設し、研究内容の生産への応用
を目指している一方で、佐賀大学
やからつ大学交流連携センター等
との共同作業にも取り組んでいま
す。その中には、地場の農作物を
使って新商品を開発する「地産地
工」事業もあります。

人材に期待すること
－当社の従業員に期待している
ことは、「難しいと感じる課題に
直面したとき、簡単に諦めず、粘
り強く追求すること」です。最近
の若い人たちは簡単に諦めやすい
と個人的には感じていますが、そ
れは知識や経験の不足から来るも
のも大きいように思えます。
当社は、従業員の成長を会社の

宮島醤油 株式会社
代表取締役社長

宮島 清一氏
■創 業：１８８２年６月 ■設 立：１９５０年５月
■所 在 地：佐賀県唐津市 ■資 本 金：４，５００万円
■従 業 員：６３５名
■事業内容：各種調味料・加工食品類の製造・販売

（醤油、味噌、食酢、各種ソース、粉末スープ、液体スープ、
焼肉のたれ、めんつゆ、ドレッシング、スパイス、缶詰、
レトルト食品、冷凍食品等）

■事業拠点：佐賀県唐津市（本社、工場）、栃木県宇都宮市（工場）、福岡、
北九州、熊本、佐世保、佐賀、広島、名古屋、東京（営業所）
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重要課題と位置づけており、従業
員の成長に支えられて前進する企
業を目指しています。その成長を
促す手段として、前述の「宮島技
術学校」や「工場間交流研修」に
取り組んでいます。研修等の結果、
着実に知識や経験の蓄積による
「引き出し」が増えることで、様々
な場面で応用が効くようになり、
各自の成長が本人だけでなく我々
も実感出来るようになってきてい
ます。今後も引き続き、従業員の
やる気をサポートして行こうと思
います。

農業と共存共栄出来る会社を
目指して
－今年４月、名古屋にある食品
メーカーのレトルトカレー等の加
工食品事業を買収し、東京及び名
古屋に営業所を開設しました。こ
うして、当社が手薄だった地区で
の営業を強化しています。
但し、老舗として受け継いでき
た発酵醸造技術を基盤とする姿勢

は変わりません。変化の激しい時
代ではありますが、それを乗り切
る為の「技術立社」であり、老舗
の伝統を守ると同時に、競争力の
ある企業作りに取り組んでいきた
いと考えています。
今後は独自の発酵技術と食品加
工技術に磨きをかけ、「宮島にし
か出来ない、宮島だから出来る」
と言われる商品の開発に注力しま
す。さらに、地元で一生懸命農業
に取り組んでいる農家の方々とも
協力し、産学に「農」を加えた連
携で、佐賀県内で原材料の生産か
ら加工、更には研究開発といった
「地産地工」を推進し、それを通
じて地域社会に貢献したいと思っ
ています。今夏には、地元名産の
佐賀牛をふんだんに用いた「佐賀
牛カレー」の発売を予定していま
すし、来年夏には佐賀県原産の紫
黒米（しこくまい）を用いた醸造酢
も食卓にお届け出来る予定です。
地域に根ざし、地域の農業強化
に貢献する企業を目指し、全社員
一丸となって頑張って参ります。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

老舗の伝統的な「発酵醸造技
術」を代々受け継がれている一
方、「技術立社」の実現に向け
て、先進的な技術の開発やシス
テムの導入にも積極的に取り組
まれ、なおかつ着実な成果を収
めていらっしゃることや、研究
に必要な設備や文献も充実して
おり、大変感服致しました。
これからも、独自の発酵技術
の活用等に加えて、産学農での
連携による「地産地工」への取
り組み等を通じ、新たな商品を
開発していかれることを楽しみ
にしています。

佐賀牛カレー

佐賀県産の原料にこだわった
「佐賀のしょうゆ」「佐賀無添加みそ」 妙見工場の様子 醤油のボトル充填工程の説明

図書室に並ぶ研究関連の書籍 基礎研究室での説明 左より亀井支店長、宮島相談役、宮島社長、
谷頭取、宮島会長
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に聞く�

人吉球磨地域で愛飲されてきた
「球磨焼酎」
－当社は、１９０３年（明治３６年）から
続く「球磨焼酎」のメーカーです。

こめ こうじ

「球磨焼酎」とは、米麹と球磨川
ろ

の伏流水（河川の底部等で自然濾
か

過された上質な水）を原料として
いる焼酎のことを言い、９５年（平
成７年）にはＷＴＯ（世界貿易機
関）による「地理的表示の産地指
定」を受け、産地呼称が可能とな
りました。これにより国際的なブ
ランドとして認知され、世界の銘
酒の仲間入りを果たしています。
このような産地呼称ができるのは、
海外で代表的なものはイギリスの
「スコッチ」やフランスの「コ
ニャック」等があり、我が国では
「球磨焼酎」に加えて、長崎県の
「壱岐焼酎」や沖縄県の「琉球泡
盛」、鹿児島県の「薩摩焼酎」の
４つに限られています。
創業のきっかけは、もともと初

じ すけ

代堤治助が養子として来た先が醤
油の製造を行っていたことから、
そこで醸造を学び、独立して焼酎
製造を始めたのが始まりです。当
時は、初代社長の名前から取って
「治助焼酎」として人吉球磨地域
の人々から愛飲されていました。
やがて２代目治助の時代に変わり、

５０年（昭和２５年）には法人成りし、
「株式会社堤酒造本店」を設立。
その後東京や大阪、福岡等へと積
極的な営業展開を行い、焼酎「峰
の露」がヒット商品となったこと
から、６４年（昭和３９年）に社名を
「峰の露酒造株式会社」としまし
た。８２年（昭和５７年）には私が３代
目の社長に就任するとともに新商
品「繊月」を発売しました。三日
月より細い月の意である「繊月」
という名称は、人吉城の別名であ
る繊月城から戴きました。これは
私も大好きな名前でしたし地域に
ふさわしいブランドとして命名し
たものです。まろやかな口当たり
で旨みのある味わいとともに、地
元に所縁のある銘柄であることや
繊月という繊細なイメージ等が好
評を得て、当社の看板商品となっ
ています。２００３年（平成１５年）には
創業１００周年を迎え、翌年には、
「峰の露酒造イコール繊月」とい
うイメージが広く定着していたこ
とから、かねてより念願であった
「繊月酒造株式会社」へ社名変更
しました。

初代から続く当社だけの杜氏によ
る製造
－焼酎の製造には、その酒造り
の長となる杜氏の存在が欠かせま
せん。南九州では、杜氏集団と呼
ばれる酒造りの専門家が、ほとん
どの蔵で仕込みをして回るのが一
般的でした。しかしながら当社で
は創業当初から、腕の良い杜氏を
雇って当蔵の専属の杜氏として製
造を始めました。そしてその杜氏

が弟子を取り、仕込みの手法を教
え、その弟子の中から優秀な者を
次の杜氏に選ぶという方法で、今
日まで６代に亘り当社独自の技術
を継承しています。中でも４２年（昭
和１７年）に３代目の杜氏となった
そそぎ とよ か

淋豊嘉は、技術の研鑽に努め、
当時の労働大臣（現在の厚生労働
大臣）より卓越した技能を持つ者
として、７８年（昭和５３年）焼酎業界
で初の「現代の名工」に表彰され
ました。このことは、淋杜氏の焼
酎に対する真摯な取り組みの結果
であるとともに、私どもが蓄積し
てきた製造技術が評価されたもの
として喜ばしく思っています。
球磨焼酎は、この時代まで長期
間の熟成（いわゆる貯蔵）という概
念はなかったと聞いています。し
かし３代目杜氏は、「球磨焼酎は
寝かせるほどに旨みを増す」との
考えから貯蔵を始め、その頃から

かめ

土甕で貯蔵した古酒は４０年以上
経っています。現存するものは僅
かですが、その中から一甕分を、
今年４月に「古酒繊月」として限
定発売を致しました。この古酒を
世に出すことで、球磨焼酎の歴史
と味の奥深さを知って頂ければと
思います。

地域への恩返し
－当社は、「お客様に歓んでもら
える焼酎造り」をモットーとして
います。
私が社長に就任する以前は、蔵
への自由な出入りは禁止されてお
り、どちらかと言えば閉鎖的なと
ころがありました。そこで私は、球

繊月酒造 株式会社
代表取締役社長

堤 正博氏
■創 業：１９０３年１０月 ■設 立：１９５０年１０月
■所 在 地：熊本県人吉市 ■資 本 金：１，５００万円
■従 業 員：４０名
■事業内容：焼酎製造・販売業
■事業拠点：熊本県人吉市（本社・工場）、熊本県熊本市、福岡市博多区

（営業本部）
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磨焼酎への理解を深めて頂きたい
と考え、焼酎の製造過程をお客様
が自由に見学出来る工場を建てま
した。また、見学には必ず案内の者
が製造工程の説明を行い、多くの
銘柄の試飲も出来るようにしまし
た。今ではずいぶん見学出来る蔵
が増えていますが地域のお客様に
歓んで頂く為のひとつの活動とし
て、いち早く取り組んできました。
また、私自身も“地域に支えら
れてこそ今日がある”との思いか
ら、「地産地消の応援」と「地域
貢献」にも取り組んでいます。
地産地消の応援については、熊
本県菊鹿町の無農薬合鴨米を使っ
た「さきもり」に始まり、芦北町の

あし きた

大関米で造った「葦分」、日本一
の水質を誇る川辺川の水と米を使
用した「川辺」などに加え、県外
では岩手県や千葉県など、それぞ
れの地域で獲れたとてもいい米で、
今では全国９地区の焼酎を製造し、
地元の方々に提供しています。
また、毎年５月には地域の皆様
への感謝の気持ちを込めて、社員
とボランティアによる「繊月まつ
り」を開催する等、地域貢献に努
めています。このイベントは、手
作りの催事として、これまで２０
年以上続けてきました。そして、
その売上を地域の学校や施設へ全

額寄付し、役立てて頂いています。
さらに今年６月には、本社敷地
内に工場見学や焼酎の試飲、お土
産物の購入も出来る「繊月城見蔵」
を新設しました。多くの方に足を
運んで頂き、繊月の名前の由来と
なった繊月城や球磨川を望みなが
ら、この地の歴史に触れ、焼酎の
ことも知って頂きたいと思います。

球磨焼酎を全国へ、世界へ
－当社は杜氏たちの独自の技術
の継承、そして新たなる研究を進
め、全て米焼酎で多くの銘柄を
造っています。中でも、国の１級
河川水質ランキングで４年連続１

さが ら

位に選ばれた川辺川の水と相良村
産の米を原料とした「川辺」や、赤
シソを原料に球磨焼酎で仕込んだ
女性向けのリキュール「恋しそう」
は大変人気が高まってきています。
代表銘柄「繊月」に続くこのよ
うな商品を、国内での努力はもと
より、香港やシンガポール、北米
など、日本人が多く居住し、日本
料理が広く浸透している地域にも
向けて、球磨焼酎のＰＲおよび販
売も進めています。これからも先
代から受け継いだ球磨焼酎の文化
が広く浸透されるよう、ブランド
価値の向上とともに地域の発展に
少しでも貢献出来ればと思います。

熊本ファミリー銀行
取締役頭取 林 謙治

人吉球磨地区に古くから伝わ
り、現在では国際的なブランド
となった「球磨焼酎」を、当社
では、自社の杜氏によってその
味や独自の製造技術を今日まで
守り伝えてこられました。また、
地産地消の焼酎造りや地域のた
めのイベントの開催等を通して、
地域振興にもご尽力されており、
そのご活躍振りに敬服致しまし
た。これからも、球磨焼酎がよ
り多くの方に愛飲され、また当
社が地域とともに発展されます
よう祈念致します。

人気商品「恋しそう」「峰の露」「繊月」「川辺」 繊月城見蔵での商品説明の模様 工場案内風景

繊月城見蔵外観 繊月城見蔵から臨む繊月城址 左より永江支店長、堤社長、林頭取、堤常務
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に聞く�

三菱重工業長崎造船所の
下請企業として創業
－当社は、各種プラントや機械
設備の据付工事、解体工事、およ
びその設備に係る点検や補修等の

い たんぞう

ほか、プラントに使われる鋳鍛造
製品の補修工事を行っています。
１９５２年（昭和２７年）に、三菱重工
業長崎造船所の下請企業として創
業し、今日まで主に原動機関連の
生産工事やクレーンなどの機械設
備の点検、修理に携わって参りま
した。現在でも同社からの受注が
当社の売上の中心となっておりま
す。その後、７１年（昭和４６年）に
受注先の移転に伴い北九州市に北
九州出張所を開設し、７８年（昭和
５３年）からは長崎市を中心に公共
工事にも進出致しました。８３年
（昭和５８年）には製缶工事等の業
務を拡充するために諫早中核工業
団地内に諫早工場を建設しました。
こうして大手企業のパートナー企
業として、また様々な受注に対応
する為の体制を整備しながら、業
務を行っております。
また、７０年代後半には環境分
野へ進出しましたが、これは先々

代が環境への意識が特に強かった
ことに加え、事業拡大のために新
たな分野への進出も考えていたこ
とによるものです。当初は脱臭装
置や汚泥処理装置等の環境機器を
製造していましたが、今ではごみ
焼却炉や下水処理場など、長崎県
下の市町村の生活インフラに関す
る分野の仕事も受注出来るように
なり、公共工事を通じた環境分野
への取り組みを続けています。

個人の能力を結集し
「三浦工業所の力」とする
－当社は、「顧客満足の優先」「個
人の能力を結集した総合力で勝負
する」を経営理念に掲げています。
当社のお取引先は、大手メー
カーのほか、長崎県内の市町村に
至るまで多岐に渡っています。お
取引先から発注を頂くために当社
にとって必要なことは、求められ
る技術水準に応えられる、あるい
は満足頂ける製品を製造出来るこ
とであり、常に「顧客満足の優先」
を念頭に置いて業務に当たるよう
に指導してきました。
また「個人の能力を結集した総
合力で勝負する」ことについてで
すが、企業の中においては、お取
引先から発注を承る営業担当者、
その注文に応じて対応に当たる現
場の従業員、現場の進捗管理や伝
票、帳簿の作成など会社全体の動
きを統括する総務担当者等、多く

の従業員が働いています。このう
ち誰が欠けても仕事は進みません。
したがって、それぞれの担当者が
他の担当者の立場を思いやること、
つまり常にお互いに「感謝」の気
持ちを持って仕事に臨むことが必
要だと考えます。このように各人
の思いを繋ぎ、連携を強めること
が「三浦工業所の力」になると思
います。さらに各人が業務に役立
つ資格を取得したり、技術向上に
励んだりと、それぞれの持ち場で
「スペシャリスト」となるように
業務に取り組めば、当社の力をよ
り一層強化することが出来ると思
います。
これからも、個人の能力を高め
結集することで、私達は他社に負
けない競争力を身に付けたいと考
えています。

技術力を高め、組織を強化する
－機械設備の修理、保全等お取
引先からの受注を通じて、当社で
は補修等に関する精緻な技術を蓄
積しています。それだけでなく、
作業等の対応に当たる担当者はそ
れぞれの現場においてどのような
工夫や対応が必要か等、その場に
応じたアイデアも同時に習得して
きました。こうして現場での経験
を重ねてきたことにより、製品等
の品質だけでなく、経験から生ま
れたアイデア等を基に迅速な判断
や対応が出来ることが、お取引先

株式会社 三浦工業所
代表取締役社長

三浦 学氏
■創 業：１９５２年７月 ■設 立：１９５８年１０月
■所 在 地：長崎県長崎市 ■資 本 金：２，８００万円
■従 業 員：１８０名
■事業内容：各種プラント、機械設備の据付・解体・点検・補修工事、

鋳鍛造製品の補修工事、製缶鉄工、給排水設備工事
■事業拠点：長崎県長崎市（本社）、長崎県諫早市（工場）、北九州市戸畑区

（事業所）
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にご満足頂ける事業の遂行に繋
がっていると確信しています。
技術の継承に当たっては後進と
なる人材が必要となりますが、景
気の低迷等もあり、採用を手控え
たいと考える時期もありました。
しかし、当社がお取引先からの信
頼にお応えする手段は工事の他に
ないことから、将来の技術継承者
の採用についてはある程度継続し
ています。また、熟練工の指導の
下、実際の現場で若手従業員に経
験を多く積ませることにも注力し
ました。お陰様で着実に技術を後
継する人材の確保、育成が進んで
います。
これからは、技術水準のひとつ
の証となるＩＳＯ９００１の認証取得
を目指したいと思います。ＩＳＯ
９００１の認証取得はそれまでの過
程も重要ですが、「お取引先のニー
ズに対し技術面で的確に応えられ
る」という当社が目指す組織の強
化のためにも必要であることから、
是非とも取得したいと考えます。

地域の枠組みにとらわれない
営業拠点の拡大を目指して
－当社は早くから環境関連の事
業に取り組んだ結果、およそ４０
年分のノウハウが蓄積出来ており、
そのことが当社の強みであると考
えます。環境関連の事業について
は、社会的なニーズの高まりもあ
ることから、引き続き事業の拡大
を図っていく予定です。
また、これからの当社の事業展
開としては、まず事業基盤を強化
した上で、自社の保有する技術を
軸に、徐々に関連する業務等にそ
の幅を広げていき堅実な経営を目
指したいと思います。そして、当
社の発祥の地である長崎、そして
九州という枠組みにとらわれず、
これまでの経験に裏付けられた技
術を持って営業拠点を拡大し、お
取引先とともに成長していきたい
と考えます。今後もお取引先の信
頼にお応えするべく、全社員が力
を合わせて精進していく所存です。

親和銀行
取締役頭取 鬼木 和夫

当社は、大手企業のパート
ナー企業としての確かな実績に
加えて、現場で培われたノウハ
ウや技術を基礎に、下水処理場
の機械設備のメンテナンス等、
長崎県内の市町村の生活インフ
ラに関する業務も受注されてい
ます。これは、ひとえに技術力
と組織力の向上に努められたこ
との賜物ではないでしょうか。
これからも、社員の皆様方と共
に、堅実経営の実践により益々
ご発展されますことを祈念致し
ます。

シャーリング作業 諫早工場内での作業の説明 点検作業

本社ビル

設備のメンテナンスを行った長崎市
中部下水処理場

据付工事用の排水ポンプ 左より三浦社長、鬼木頭取、
本村諫早事業部長、坂井支店長
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（※）09、10年度は補助金申請ベース�
10年度は4～７月までの件数�
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（年度）�

09年11月～��
余剰電力買取制度開始�

09年1月～��
設置に関する補助金復活�

更なる拡大が期待される太陽光発電産業
～再生可能エネルギー全量買取制度の大枠公表を受けて～

�福岡銀行調査月報２００７年１０月号 産業調査
「太陽電池」
http://www.fukuokabank.co.jp/link_tyosa.htm
�ＦＦＧ調査月報２００９年２月号 産業調査
「九州における太陽光発電産業の可能性」
http://www.fukuoka-fg.com/tyosa/200902/sangyou.pdf

（出所）各種資料を基にふくおかフィナンシャルグループ作成

表１ 政府による主な太陽光発電システム設置
への支援策

住宅用太陽光発電システム設置の補助金

�設置料金の約１割にあたる７万円／ｋＷを補助
�２０１０年度の予算は４０１．５億円であり、１５万件程度の補助
件数を見込んでいる

太陽光発電の余剰電力買取制度（住宅用）

�太陽光発電で発電した電力のうち、自家消費できず余剰
となった電力を従来の約２倍の価格で電力会社が１０年間
買取る制度
�買取費用は電気料金への上乗せで、各家庭・企業が負担

この他、公共・産業用の大規模太陽光発電システムに対す
る補助や数多くの自治体による補助金等も存在

現在、地球温暖化問題やエネルギー問題等に

対する解決策として、新たなエネルギー源であ

る「太陽光エネルギー」に世界的な注目が集まっ

ており、太陽光を利用する「太陽光発電」市場

が大きく拡大しています。

太陽光発電は、日本においても地球温暖化や

エネルギー問題への対策として、そして経済成

長の鍵を握る産業の一つとして重要視されてお

り、太陽光発電の普及に向けて様々な支援策が

講じられています。その結果、ここ１～２年で

国内の太陽光発電市場は大きく拡大しています。

更に、今年８月には「再生可能エネルギーの

全量買取制度（以下、全量買取制度）」の大枠（基

本的な考え方）が公表され、早ければ２０１２年の

４月以降に導入される見通しが示される等、太

陽光発電産業は今後も大きく成長することが見

込まれています。

そこで、今回は主に日本国内における太陽光

発電市場の最近の動向と、全量買取制度の概要

について紹介いたします。

なお、太陽光発電の全体像やその仕組み、そ

して地場企業による太陽光発電産業への参入の

可能性等については、福岡銀行調査月報０７年１０

月号やＦＦＧ調査月報０９年２月号にて紹介いた

しておりますので、あわせてご参照下さい。

太陽光発電市場の最近の動向

～様々な支援策により国内市場は急拡大～

日本国内の太陽光発電市場は、０９年１月に住

宅用太陽光発電システム設置に対する補助金が

復活したこと、そして０９年１１月からは「太陽光

発電の余剰電力買取制度（住宅用）」が開始され

たこと等、政府による積極的な支援策の効果も

あって急激に拡大しています。（表１）

実際、日本の太陽光発電市場の約８割を占め

る住宅用太陽光発電システムの設置件数は、０９

年度（補助金申請ベース）には約１４万件と、前年

度の約３倍、そして従来のピークであった０５年

度と比べても２倍近くの水準に達しています。

産業調査

図１ 日本国内における住宅用太陽光発電
システム設置件数の推移

（出所）新エネルギー財団、太陽光発電協会発表データ等を基に
ふくおかフィナンシャルグループ作成
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表２ 全量買取制度の大枠

（出所）経済産業省発表資料を基にふくおかフィナンシャルグループ作成

買 取 対 象

実用化されている全ての再生可能エネルギー
�太陽光発電
�風力発電
�中小水力発電
�地熱発電
�バイオマス発電

買 取 範 囲

�発電事業所用設備（大規模太陽光発電所含
む）は全量買取
�住宅用太陽光発電は余剰買取（現在の制度
を継続）
�新設の設備が対象（既設は別途検討）

買 取 価 格

�太陽光発電以外
⇒一律１５～２０円／ｋＷｈ程度
�太陽光発電
⇒当初は高額にし、段階的に引き下げ

買 取 期 間
�太陽光発電以外：１５～２０年程度
�太陽光発電：１０年程度

制 度 開 始
１０年目での
費 用 負 担

�一般家庭：１５０円～２０４円／月
�中規模工場：１２．５万円～１７万円／月
�大規模工場：１２０万円～１６３．２万円／月

そ の 他
�住宅用太陽光補助金は当面存続
�導入後３～５年後に必要に応じて制度見直し

そして、今年度についても、７月末までの４ヵ

月間での補助金申請が５万件以上に達しており、

昨年度以上のペースで拡大が続いています。（図１）

拡大を続ける太陽光発電市場において、新た

な動きも起きています。太陽光発電システムは

前述のとおり需要が急激に拡大しており、その

設置・施工が需要に対応しきれていない状況に

あります。加えて、設置・施工に関するトラブ

ルも散見されており、太陽電池メーカーは「適

切な工事を行なえる」施工業者の確保・育成に

苦慮しています。

また、拡大を続ける日本の市場に、主に「低

価格」を売りにした中国、韓国、台湾等の太陽

電池メーカーが相次いで参入しています。これ

まで日本の市場は国内メーカーによる独占状態

にあったのですが、昨年度の１年間で海外製品

のシェアがほぼゼロから１割程度にまで高まっ

ています。

以上のように、日本の太陽光発電市場は昨年

度から急拡大を続けていますが、国内の太陽電

池メーカーにとっては「施工業者の確保」や「海

外メーカーとの競争」等の課題への対応が求め

られています。

全量買取制度の概要

～太陽光発電の更なる拡大を後押し～

現在、そして今後も大きく拡大していく可能

性を有している太陽光発電産業ですが、太陽光

発電は既存電源（火力、原子力等）に比べて高コ

ストな電源であるため、その市場動向は政府に

よる支援策の影響を大きく受けることになりま

す。０９年から復活した補助金により国内市場が

急拡大していることが、その何よりの証です。

今年８月、今後の日本における太陽光発電普

及拡大の鍵を握る政策である、全量買取制度の

大枠（基本的な考え方）が経済産業省より発表さ

れました。

全量買取制度は「地球温暖化対策」、「エネル

ギーセキュリティの向上」そして「環境関連産

業育成」を目的に、太陽光、風力、地熱等の再

生可能エネルギーで発電した電力を電力会社に

一定価格（再生可能エネルギーの導入が経済的

に成り立つ水準）で全量買取ることを義務付け

るものです。そして、買取費用は電気料金への

上乗せという形で、各家庭・企業が負担するこ

とになっています。（表２）

そして、その再生可能エネルギーの中核とし

て位置付けられているのが太陽光発電です。経

済産業省が示している再生可能エネルギーの導

入量見通しでは、全量買取制度導入後、太陽光

発電は需要拡大と研究開発によって価格が大幅

に低減し、年間５０万件（０９年度の３倍、０８年度

比では約１０倍）のペースで設置が進み、制度導

入後１０年間での累積導入量は現状の１０数倍の水

準にまで達することが見込まれています。（図２）

11FFG調査月報 2010年9月



製造分野�

地場企業による産業の裾野拡大�

太陽電池メーカーのサポート機能発揮��
（製造・研究開発）�

市場への投入分野�

デバイス構造��
材料・部材�

製造プロセス�
モジュールメーカー�

ハウスメーカー�

デベロッパー�

エンジニアリング�

システム化�

販売設置施工�

最終商品（アプリ）��
メーカー�

建材メーカー�

シ
ス
テ
ム
化
及
び�

�

販
売
施
工
業
者�

太
陽
電
池
メ
ー
カ
ー�

設置工事�
配線・施工�

材料メーカー�
部材メーカー�

装置メーカー�

一
　
般
　
顧
　
客�

リ
ユ
ー
ス
・
リ
サ
イ
ク
ル
業
者�

太陽光発電システム設置・利用に関する事業展開��
（設置事業展開・自社への設置・応用製品開発等）�

（※）バイオマスは未利用の林地残材バイオマスを発電に用いた場合について試算

（万kW）
3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0
太陽光 風力 中小水力 地熱 バイオマス

（※）

210 220

990

50 0

2,970

750
1,060

100 50

現状（2009年）
制度開始10年目（最大導入量）

�ＦＦＧ調査月報２０１０年８月号 経営情報
「注目を集めるスマートグリッドの可能性」
http://www.fukuoka-fg.com/tyosa/201008/keiei_info.pdf

また、全量買取制度が導入されることで、住

宅用に加え、太陽光発電によって発電された電

力の売却をビジネスとする大規模な太陽光発電

所（メガソーラー）の普及も後押しされることに

なります。メガソーラーは欧州等では普及が進

んでいますが、日本では電力買取の制度が整備

されていないため普及していません。メガソー

ラーの普及が進むことで、太陽光発電市場は更

に拡大することが期待されます。

全量買取制度の導入までには、費用負担の問

題や、電力系統の安定性の確保といった技術面

での課題等、検討すべき課題が数多く存在して

いますが、早ければ今年度中に制度の詳細が固

められて、２０１２年の４月から導入される可能性

があります。

（電力系統の安定性については、ＦＦＧ調査

月報２０１０年８月号「経営情報」でも紹介いたし

ておりますので、あわせてご参照下さい）

九州での太陽光発電産業の可能性

～「ソーラーアイランド」実現に向けて～

九州は住宅用太陽光発電システムの普及率が

全国でもトップクラスであり、また太陽電池

メーカーの生産拠点や太陽電池製造と技術的な

関連の深い半導体製造に関わる企業が数多く存

在していることから、太陽光発電の「製造」、

そして「市場への投入」といったバリューチェー

ン全体で高いポテンシャルを有している、と言

産業調査

図２ 全量買取制度導入１０年度の再生可能
エネルギー毎の累積導入量（見通し）

（出所）経済産業省発表資料を基にふくおかフィナンシャルグループ作成

図３ 太陽光発電産業の産業連関構図（バリューチェーン）と地場企業による産業の裾野拡大のイメージ

（出所）九州経済調査協会作成資料にふくおかフィナンシャルグループ一部加筆
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うことができます。

（ポテンシャルに関する詳細は最初に紹介し

たＦＦＧ調査月報２００９年２月号をご参照下さい。）

今後、そのポテンシャルを活かして、太陽光

発電産業が九州の主要産業となるためには、国

際的な競争環境下にある太陽電池メーカーの競

争力向上へのサポート機能の発揮（製造分野）や、

太陽光発電システム設置事業展開・自社への設

置・応用製品開発（市場への投入分野）等、地場

企業によるバリューチェーン全体での産業の裾

野拡大が必要不可欠です。（図３）

今後、これまで九州の主要産業であった半導

体（＝シリコンアイランド）、自動車（＝カーア

イランド）に続いて、九州が「ソーラーアイラ

ンド」と呼ばれる地域となるためにも、地場企

業による積極的な太陽光発電産業への参入が期

待されます。

ふくおかフィナンシャルグループ、熊本ファ

ミリー銀行、福岡銀行は、今後の九州における

太陽光発電産業の振興に向けて、財団法人九州

地域産業活性化センターとの共催で９月２２日�

に熊本市において「第２回太陽光発電シンポジ

ウム＆ビジネス交流会ｉｎくまもと」を開催い

たします。

本イベントでは、太陽光発電産業の最新動向

の紹介や九州の太陽光発電産業の今後の可能性

等について議論する「シンポジウム」に加えて、

地場企業の皆様の太陽光発電産業でのビジネス

拡大をサポートするための「個別商談会」や「ポ

スター展示」、「懇親会」も開催いたします。

拡大を続ける太陽光発電産業を自社のビジネ

ス拡大につなげるためにも、太陽光発電産業に

関心を持たれている企業の皆様の積極的なご参

加をお待ち申し上げております。

（花谷 禎昭）

日 時 平成２２年９月２２日� １０時３０分～１７時３０分／懇親会１８時００分～１９時３０分

開 催 場 所 ホテル日航熊本（熊本市上通町２‐１）

構 成

�シンポジウム
太陽電池業界の最新トピック
九州の薄膜系太陽電池メーカーの戦略と課題
太陽電池設置事業者の戦略と課題
提言とパネルディスカッション

�個別商談会 �ポスター展示 �懇親会

定 員 シンポジウム：２５０名程度／個別商談会：３０社程度

主 催 九州地域産業活性化センター、熊本ファミリー銀行、福岡銀行、ふくおかフィナンシャルグループ

後 援 熊本県、九州経済産業局、九州経済調査協会 他

事 務 局 九州経済調査協会、ＦＦＧビジネスコンサルティング

参 加 料 シンポジウム・個別商談会：無料／ポスター展示：２万円（税込）／懇親会：３千円（税込）

「第２回太陽光発電シンポジウム＆ビジネス交流会ｉｎくまもと」開催概要

《本件に関するお問合せ先》

�個別商談会・ポスター展示・懇親会について
ふくおかフィナンシャルグループ 営業企画部 担当：花谷・稲葉 ＴＥＬ：０９２‐７２３‐２５７６

�シンポジウムについて
財団法人九州地域産業活性化センター 担当：林・河野 ＴＥＬ：０９２‐７１３‐６７３５
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進む人民元の国際化REPORT

対象国・地域
香港、マカオ、東南アジア諸国連合（Ａ
ＳＥＡＮ）

中国国内試行地域
５都市（上海市、広州市、深�市、珠海市、
東莞市）

対象企業
試行地域内で省級人民政府からの推薦
及び６機関の認可を受けた企業（３６５社）

対象取引
中国本土の対象企業と対象国の海外企
業との間の貿易取引（モノの輸出入で
あり、非貿易取引は含まれない）

＜クロスボーダー貿易人民元決済試行管理弁法概要＞

（出所）各種資料を基にふくおかフィナンシャルグループ作成

はじめに

世界的な金融危機の引き金となった２００８年９

月のリーマンショック以降、中国の輸出額は０９

年１月ごろにかけ大幅に減少しました。そのよ

うな中、中国の貿易企業が直面する人民元の為

替変動リスクを軽減するため、中国政府は０９年

７月より、試験的に人民元建てでの貿易決済制

度を導入しましたが、今年６月にはその対象

国・地域を全世界へ拡大することを発表しまし

た。今回は、これらの人民元国際化の動きにつ

いてレポートします。

１．人民元建て貿易決済制度について

近年、１０％前後の経済成長率を記録してきた

中国は、現在では世界最大の外貨準備を保有し、

ＧＤＰも日本を抜き世界第２位になることが、

もはや確実視されています。このように、経済

発展を遂げている中国ですが、これまで人民元

による貿易決済は禁止してきました。従って、

海外との資金決済は原則外貨建てで行われる為、

人民元は基本的に「中国国内でしか流通しない

通貨」とされていました。しかし、リーマン

ショック以降、米ドルやユーロ等主要な決済通

貨の為替レートが大幅に変動し、貿易決済にお

ける為替変動リスクが増大したことや、周辺諸

地域との貿易量が増加したことにより、人民元

建て取引による為替変動リスク軽減の必要性及

び人民元の国際化の流れを受け、０９年７月１日

に中国政府より「クロスボーダー（※）貿易人民元

決済試行管理弁法」（以下、本弁法）が公布され、

一部の地域と企業に限定されるものの、人民元

による貿易決済が認められるようになりました。

本弁法では、まず試験的な位置付けとして、

上海市、広州市等の５都市と香港、マカオ、東

南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）間での貿易取引

について、人民元建て貿易決済が導入されまし

た。対象企業については、５都市の試行地域の

省級人民政府が推薦し、６機関（中国人民銀行、

財政部、商務部、税関総署、税務総局、銀監会）

の認可を受けた企業（３６５社）のみが、試験対象

企業として人民元建て貿易決済を許可されると

いう限定的なものではありましたが、本弁法に

より、国際貿易において人民元での契約や決済

への間口が大きく開かれることとなりました。

本弁法における中国国内の試験対象企業と中

国国外企業との輸出入貿易に伴う人民元の決済

方法については、人民元への交換をどこで行う

かにより大きく２つに分けられています。一つ

は香港・マカオ地区の人民元清算銀行を通して

人民元資金のクロスボーダー決済を行う方法

（図１）、もう一つは中国国内銀行が国外の参加

銀行を代理して人民元のクロスボーダー決済を

海外リポート

（※） 国境を越えての取引
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試験対象企業� 国外取引先企業�

国内決済銀行�
香港・マカオ�
人民元清算銀行�

商品�

人民元�

人民元� 外貨�

図１ 香港・マカオ地区の人民元清算銀行を利用
する場合の人民元資金クロスボーダー決済

試験対象企業� 国外取引先企業�

国内決済銀行�

商品�

国内代理銀行� 国外参加銀行�

外貨�

人民元代理決済協議�

人民元�

人民元�

外貨�

（出所）香港・中国・東南アジア法令情報サイト「NACGlobal.NET」

図２ 中国国内銀行が国外参加銀行を代理して行
う人民元資金クロスボーダー決済

行う方法（図２）です。

２．人民元の国際化に向けての動き

中国人民銀行（中国の中央銀行）によると、人

民元建て貿易決済が昨年７月に解禁されてから

の約１年間、対象試行地域である上海市での人

民元建て貿易決済額は累計で約１８９億元（約

２，４７０億円）でしたが、その内訳は、１６８億元（約

２，１９５億元）が商品輸入であり、商品輸出は９億

元（約１１８億円）に留まっています。中国の銀行

関係者の話では、現行制度は、制度の対象とな

る企業自体が限られている上、外国企業側も購

入代金として支払う人民元が自国通貨ではない

為、保有額も限られているという理由があるよ

うです。また、人民元の先高感も外国企業によ

る人民元建てでの支払いを躊躇させる要因の一

つになっているようです。

そのような中、中国では、大規模な公共投資

や金融緩和の政策効果による景気過熱や不動産

価格の高騰及びインフレが懸念されており、金

融引き締め等による過剰流動性の抑制が必要と

されています。今年６月に人民元相場の弾力化

が発表されましたが、本件は米国との摩擦回避

という対外的な要因もさることながら、国内の

過剰流動性を抑制し、輸入物価の低下を図るこ

とで、上記の景気過熱や不動産バブル及びイン

フレ抑制等を促したいとする中国国内の意向に

よるものが大きいと言われています。しかし、

その反面、今回の人民元相場の弾力化処置及び

中国最大の輸出先である欧州の信用不安により

対ユーロでの人民元相場が上昇していることで、

中国の輸出企業の業績への影響も懸念されてい

ます。

上記による輸出企業の影響緩和策及び人民元

のより一層の国際化と世界的な信認を高める狙

いから、中国政府は、人民元建てでの貿易決済

の試験プログラムを大幅に拡大することを明ら

かにしました。これにより、これまでの５都市

の試行地域が、北京市、江蘇省、チベット自治

区などの２０省・自治区・直轄市に拡大され、対

象となる貿易相手先も全ての国と地域に拡大さ

れました。中国人民銀行によると、対外貿易の

人民元決済業務は急速に増加し、企業や銀行の

ニーズも増加していることから、今回の試行地

域拡大により、貿易及び投資の利便化がより一

層促進されるものと期待されています。
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対象国・地域 全ての国と地域

中国国内試行地域

北京市、天津市、内蒙古自治区、遼寧
省、上海市、江蘇省、浙江省、福建省、
山東省、湖北省、広東省、広西チワン
族自治区、海南省、重慶省、四川省、
雲南省、吉林省、黒竜江省、チベット
自治区、新疆ウイグル自治区

決済対象の
業務範囲

対外貨物貿易、クロスボーダーサービ
ス貿易、その他の経常項目決済

＜人民元建て貿易決済拡大後の概要＞

（出所）各種資料を基にふくおかフィナンシャルグループ作成

（単位：億ドル）

０６年 ０７年 ０８年 ０９年

年間輸出額 ９，６８９ １２，１７８ １４，３０７ １２，０１７

（対日本輸出額） ９１６ １，０２０ １，１６１ ９７９

年間輸入額 ７，９１５ ９，５６０ １１，３２６ １０，０５６

（対日本輸入額） １，１５７ １，３３９ １，５０６ １，３０９

（出所）中国統計年鑑、海開統計

３．今後の見通し

１０年１月の中国商務部の発表によると、０９年

の中国の輸出額は１兆２，０１７億ドルとなり、ド

イツを抜いて初の輸出額世界一となりました。

また、輸入額についても１兆５６億ドルで、ドイ

ツを上回り世界第２位となる等、近年世界貿易

における中国の存在感が確実に高まってきてい

ます。

そのような中、中国企業の為替変動リスクを

回避する手段として導入された人民元建て貿易

決済ですが、先述の通り実際の人民元建て貿易

決済の量は全体的にまだ低調です。その要因と

しては、これまで外貨建てで貿易業務を行って

きた発想からの転換が進んでいないことや、人

民元を調達してもその運用手段が少ないことが

指摘されています。

しかしながら、現在日系企業の中には、人民

元の運用手段の一つとして、中国国内に人民元

建ての銀行口座を開設し、従前は米ドル建て

だった取引先との決済を、新口座を通じて人民

元建て決済に変更する動きも出てきています。

また、中国ビジネスの資金管理自体を中国本土

に移すことで、売上げ等で受取った人民元を支

払いに充当することも可能となり、資金管理事

務の軽減とともに、通貨交換が不要になること

から、為替変動リスクも排除されます。また、

人民元での取引を求める中国企業の開拓にも繋

げています。

日本の大手銀行についても、取引先の中国ビ

ジネスの拡大によって増加する決済事務を効率

化したいというニーズに対応し、中国現地の指

定金融機関と人民元建て貿易決済口座の開設で

提携しており、自行の香港支店などを通じて、

人民元での中国国内との輸出入に関する受け払

いなどを行えるようにしています。上海に拠点

を置いている日系の大手銀行では、今年３月、

日中間の貿易取引で初めて日系企業の中国現地

法人から日本本社への代金支払いにおいて、人

民元建てでの決済を成立させました。また、その

他大手日系企業も中国現地での人民元建て貿易

決済の需要が高まっており、今後も益々増加傾

向にあると思われます。

このように、中国市場が拡大するにつれ、今

後も人民元の規制緩和と国際化は進んでいくも

のと考えられています。中国進出企業や中国企

業との取引を行っている企業においては、人民

元建て貿易決済についての理解を進めておくこ

とが必要となりそうです。

（上海駐在員事務所 田中 正洋）

海外リポート
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１．はじめに
日本では、石川プロや宮里プロ等の活躍で

再びゴルフ人気が高まっていますが、ここ大
連でも人気が出てきています。練習場では順
番待ちの姿も見られ、多くの女性や子供達も
練習しており、４月にシーズン入りしたゴル
フ場では、連日愛好家で賑わっています。今
回は、大連のゴルフ事情についてレポートし
ます。

２．大連のゴルフ環境
大連では、現在８ヵ所のゴルフ場が営業を

行っており、さらに数ヵ所が建設中です。
日本人を対象としたゴルフツアーも数多く

組まれ、ゴルフショップや練習場も市内各地
に有ります。ゴルフショップでは、日本でも
おなじみのブランドの製品も取り扱っていま
すが、価格は日本より割高です。例えば、本
邦有名ブランドの２０１０年最新モデルドライ
バーは、日本でのインターネットでの販売価
格は５万円前後ですが、大連のあるゴルフ
ショップでは５，８４８元（約８万２千円）で売ら
れています。また、日本でも高級とされてい
るブランドのドライバーは、３星（※）が９，６６０
元（約１３万５千円）、４星が１５，２６０元（約２１万
３千円）、５星が３９，０６０元（５４万６千円）と各
グレードともかなり高価ですが、かなり売れ
ているとのことです。（※）星：グレード
練習場の料金も、打席料が１５元前後（約２１０

円）の他、ボール代も１００球で約５０元（約７００円）
程度必要になる等、価格は日本並みのようです。
冬の最低気温がマイナス１５度にもなる大連

では、ほとんどのゴルフ場が１１月中旬から翌
年の３月中旬まで営業を休止しますが、その

間愛好家は室内でシミュレーションゴルフを
楽しむ等、加熱ぶりが窺えます。

３．ゴルフ場の紹介
大連の代表的なゴルフ場として「大連長興

島ゴルフクラブ」があります。全長７，１２１ヤー
ドで海岸線に沿って作られており、ゴルフ発
祥の地であるスコットランドのゴルフコース
に似ています。砂浜や長いラフ等、自然の地
形を生かした設計と、リンクスコース特有の
強風が特徴の為、難易度が高く、スコアは日
本でプレーするより１０打以上悪くなるという
プレーヤー泣かせのコースです。
プレー料金（ビジター）は、平日６００元（約

８，４００円）、休日９００元（約１２，６００円）の他、キャ
ディーへのチップが必要となります。大連市
民の平均年収が３４，３０８元（約４８万円）であるこ
とを考えると、まだまだ贅沢なスポーツには
違いありません。
しかし、大連市の経済成長と共に、住民の

所得水準も上がってきています。所得水準が
更に上がることで、大連のゴルフ人口も増え
るものと思われます。

４．終わりに
国も言葉も違う大連ですが、ゴルフ人気は

日本と同じか、それ以上という印象を受けま
した。高度経済成長期の日本では、所得水準
の向上と共にゴルフブームが起こりましたが、
現在の大連におけるゴルフ人気の高まりも、
当時の日本の状況と非常に似ているようです。
今後、大連でゴルフ市場が拡大する可能性は
高いと思われます。

（大連駐在員事務所トレーニー 田中 健康）

海外トピックス

大連のゴルフ事情

大連市の経済成長、所得の推移

２０００年 ２００４年 ２００５年 ２００６年 ２００７年 ２００８年 ２００９年

国内総生産（億元） １，１１１ １，９６２ ２，１５０ ２，５７０ ３，１３１ ３，８５８ ４，４１８

大連市在職労働者平均年収（元） １０，９５６ １８，７０８ ２２，８５４ ２４，２０４ ２８，２３６ ３４，３０８ －
（出所）大連統計局、大連統計年鑑、大連市労働局、社会保障局

大連長興島ゴルフクラブ

ゴルフショップ店内
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黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］�Room 404, 4/F, Far East Finance Centre,�
16 Harcourt Road, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�末　松　尚　樹�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斉　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

海外拠点紹介
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「ＦＦＧ経営者クラブ福岡地区交流会」を開催しました

「ＡＢＣプラン」の説明風景

ＦＦＧ経営者クラブでは、２０１０年７月１２日に「ＦＦＧ経営者クラブ福岡地区交流会」を開催致しました。

交流会では、会員相互の交流や情報交換を目的として基調講演や懇親会等が行われ、九州・山口一円から２５８

社３２６名の会員の方々にご参加頂き盛況に行われましたので、この模様をご紹介致します。

本会では、まず始めに「ふくお

かフィナンシャルグループからの

メッセージ」と題し、当グループ

の第三次中期経営計画「ＡＢＣプ

ラン」やお客様とのリレーション

強化に向けた取り組み状況等を説

明させて頂きました。

基調講演は、「ワールドビジネ

スサテライト」等テレビでもご活

躍中の株式会社日本総合研究所副

理事長 高橋進氏に「日本経済の

展望と企業経営」をテーマにご講

演頂きました。

高橋氏は、日本経済の現状とし

て「景気は回復基調にあるものの、

デフレの長期化、設備過剰、雇用・

賃金の減少傾向等の不安要因も内

包しており楽観視は出来ない」と

指摘されました。

また、九州の今後については、

「九州には様々な潜在力が眠って

おり、アジアに近いという優位性

を生かして、アジアの中での存在

感を高め、九州をアジアで最も先

進的な地域にする発想を持つこと

が必要」とアジアに目を向けた

オール九州としての取り組みの必

要性を提言されました。

基調講演終了後には、懇親会が

行われ、ふくおかフィナンシャル

グループの役員をはじめ、各営業

店長も参加致しました。懇親会で

は、営業店長が会員相互のご紹介

等を行うことで、地域や業界を越

えた交流や情報交換が図られ、ご

参加者からは「大変有意義であっ

た」とご好評を頂きました。

今後も、ふくおかフィナンシャ

ルグループの主要営業基盤である

福岡・熊本・長崎の各地にて交流

会を開催する予定です。

引き続き、ＦＦＧ経営者クラブ

では会員の皆様のお役に立つ、質

の高いサービスのご提供に努めて

参ります。今後ともＦＦＧ経営者

クラブの各種サービスを是非ご活

用ください。

（稲葉 修一）

ＦＦＧニュース

講演風景

株式会社日本総合研究所 副理事長 高橋 進 氏

懇親会風景
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一時払個人年金保険・一時払終身保険・生命保険（平準払）に関する留意点
〈生命保険に関する留意点（共通）〉
■ご検討にあたっては、「商品パンフレット」「契約締結前交付書面（契約概要・注意喚起情報）」「ご契約のしおり」「約款」等を必ずお読みください。
「商品パンフレット」「契約締結前交付書面（契約概要・注意喚起情報）」「ご契約のしおり」「約款」等は福岡銀行・熊本ファミリー銀行・親和銀行（以下
各銀行）本支店等にご用意しています。■各銀行は保険の募集代理店です。保険の引受は行っておりません。■各銀行が取り扱う生命保険は預金
ではなく、元本保証はありません。また、預金保険の対象ではありません。■引受保険会社が破綻した場合には、生命保険契約者保護機構の保護措
置の対象になりますが、ご契約の際にお約束した年金額・給付金額・解約返戻金額等が削減されることがあります。■商品によっては、国内外の株
式や債券等へ投資しているため、投資対象の価格の変動、外国為替相場の変動等により、投資した資産の価値が投資元本を割り込むことがありま
す。死亡給付金額や年金原資額、解約返戻金額等が払込保険料を下回るリスクは、ご契約者さまが負うことになります。■外貨建ての場合、外国為
替相場の変動により、死亡給付金額や年金原資額、解約返戻金額等を円換算した金額が、払込保険料を円換算した金額を下回るリスクがあります。
■ご契約中の生命保険を解約したり、一部解約した場合の払戻金は元本または払込保険料累計額を下回る場合があります。■保険にご契約いた
だくか否かが、各銀行におけるお客さまの他のお取引に影響を及ぼすことは一切ありません。■各銀行では借り入れられた資金（他の金融機関で
の借入金を含みます）を保険料とする生命保険のお申し込みはお断りしています。■生命保険は法令等の定めにより、各銀行にてお取り扱いでき
るお客さまの範囲に制限があります。■保険のお申し込みに際しては必ず、保険販売資格をもつ募集人にご相談ください。
＜一時払個人年金保険に関する留意点＞
■一時払個人年金保険は、ご契約時の契約初期費用のほか、ご契約後も毎年、保険関係費用・運用関係費用・年金管理費用等がかかる場合があり
ます。また、据置期間中に解約された場合、解約控除や市場価格調整費用などかかる場合があります。ただし、費用等は商品ごとに費用の種類や
料率等が異なるため、記載することができません。詳しくは、「契約締結前交付書面（契約概要・注意喚起情報）」等をご覧ください。

ＦＦＧニュース
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〈一時払終身保険に関する留意点〉
■一時払終身保険は、ご契約時の契約初期費用のほか、ご契約後も毎年、保険関係費用・運用関係費用等がかかる場合があります。また、一定期
間内に解約された場合、解約控除や市場価格調整費用などかかる場合があります。ただし、費用等は商品ごとに費用の種類や料率等が異なるた
め、記載することができません。詳しくは、「契約締結前交付書面（契約概要・注意喚起情報）」等をご覧ください。■一時払終身保険のご購入にあ
たって、円貨を外貨に転換される際は、為替手数料が上記の各種手数料とは別にかかります。
〈生命保険（平準払）に関する留意点〉
■給付金等のお支払いについて、告知していただいた健康状態などが事実と違っていた場合などは給付金等をお支払いできない場合があります。
詳しくは「契約概要・注意喚起情報」「ご契約のしおり・約款」をご確認ください。■保険料のお払い込みがないまま猶予期間が過ぎた場合、解約返
戻金の範囲内で保険会社が自動的に保険料のお立替を行う「自動振替貸付」という制度があります。この場合、自動振替貸付について保険会社所
定の利率で利息が発生いたします。また、自動振替貸付の元利金が解約返戻金額を超過した場合は、保険会社所定の金額をお払い込みいただく
必要があります。お払い込みがない場合は契約は効力を失います。詳しくは「契約概要・注意喚起情報」「ご契約のしおり・約款」をご確認ください。
■生命保険（平準払）は告知いただいた健康状態などにより、ご契約いただけない場合があります。
※取扱店舗については、各銀行本・支店の窓口へお問い合わせください。
商品によってご負担いただく手数料の項目、呼称・手数料率、計算方法（合計額を算出する方法も含む）等は異なりますので、一律の算出方法を記
載することができません。
詳しくは、各商品の商品パンフレット、契約締結前交付書面（契約概要・注意喚起情報）、ご契約のしおり・約款等をご覧ください。
詳しい商品内容については、各銀行の窓口でお尋ねください。

株式会社福岡銀行 株式会社熊本ファミリー銀行 株式会社親和銀行

平成２２年８月１日現在
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チャリティーイベント「がんばろう�宮崎 物産フェア」

宮崎県内において甚大な被害をもたらした口蹄疫問題は、２０１０年７月２７日に宮崎県が「非常事態宣言」を

解除し、復興への新たなステージを迎えています。そのような中、７月２８日、２９日の２日間、チャリティー

イベント「がんばろう�宮崎 物産フェア」が福岡銀行本店広場にて開催されました。ふくおかフィナンシャ

ルグループ（以下、ＦＦＧ）および福岡銀行、熊本ファミリー銀行、親和銀行の３行は本イベントの後援を致

しましたので、この模様についてご紹介致します。

本イベントは、宮崎県による協

力のもと売上げの一部を義援金と

して寄付する宮崎県物産即売会

（以下、物産即売会）やブラスバン

ド演奏によるコンサート等が行わ

れ、２日間で７千名を超える方々

にご来場頂きました。

物産即売会では、宮崎和牛や鶏

の炭火焼のほか、人気商品となっ

ている肉巻きおにぎりなど、宮崎

のこだわりの逸品が集められまし

た。各出展ブースとも多くの来場

者で賑わい、商品が完売するブー

スもあるなど盛況となりました。

このイベントを盛り上げる催し

として、九州産業大学付属九州産

業高等学校と福岡第一高等学校の

学生の皆さんによるブラスバンド

演奏や、ＪＯＹ倶楽部プラザの

アート製作グループ「アトリエブ

ラヴォ」によるライブペインティ

ングが行われました。

さらに、ボランティア福愛グ

ループ 日向ひょっとこ踊り愛好

会の方々に、宮崎で有名な豊作や

商売繁盛を祈願する踊り「日向

ひょっとこ踊り」をご披露して頂

き、会場内は大変盛り上りました。

開催期間中は、ＦＦＧグループ

３行の行員も、運営のお手伝いな

どでボランティアとして参加しま

したが、ご来場者の多くの方々か

ら、本イベントの趣旨に共感され

口蹄疫被害からの復興の願いを込

めた激励のお言葉を多数頂戴致し

ました。

また、当日のご来場者からの募

金と物産即売会出展企業９社から

の売上げの一部を合わせて、２４

万７，５５３円が宮崎県・宮崎県共同

募金会「宮崎県口蹄疫被害義援金」

に寄付されています。

ＦＦＧでは、本イベントに対す

る取り組みのほかに、宮崎県の口

蹄疫被害復興の一助となるよう、

グループ３行及び関連グループ企

業役職員による募金と当社による

寄付金を加え、総額１０百万円を

義援金として寄付致しました。

今後も引き続き、地元九州への

貢献のために積極的な取り組みを

行うとともに、グループのブラン

ドスローガンである「あなたのい

ちばんに。」の実現に向けて邁進

致します。

（池田 晋介）

ＦＦＧニュース

高校生の皆さんによるブラスバンド演奏

運営スタッフの集合風景 出展ブース風景
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九州の鉱工業生産動向
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［基調判断］……………持ち直しの動きが続いている
２０１０年６月の九州地区の鉱工業生産指数（季節調整済）は、一般機械や輸送機械、電子部品・デバイ
ス等の生産が伸び悩んだことから、前月比２．６％低下の１０１．３と３ヵ月ぶりに前月を下回りました。し
かし、乗用車やＩＣ等の生産は依然として高水準を維持しており、生産活動全体では持ち直しの動き
が続いています。

［業種別動向］……………一般機械や輸送機械、電子部品・
デバイス等の生産が減少

業種別にみると、公共工事向けの鉄骨や橋梁等の生産が伸びた金属製品のほか、清涼飲料やビール
類の生産が好調だった食料品・たばこ等がプラスに寄与しました。一方、４月に急上昇した反動から
一般機械は５月に引き続き落ち込みました。このほか、輸送機械、電子部品・デバイス等もマイナス
に寄与しています。

九 州経済動向

23FFG調査月報 2010年9月



福岡県の最近の経済動向
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福岡県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）
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（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動では、これまで堅調だった輸送機械や鉄鋼、化学の生産が弱含んだ一方で、半導体製造装

置等の生産が好調だったことから一般機械は上昇し、総合指数も前月並みで推移しています。

大型小売店販売額は、前年割れで推移しましたが、住宅建設は、貸家、分譲が大きく増加した為、

４ヵ月連続で前年実績を上回りました。公共工事は、請負金額については前年同期比で増加していま

す。企業倒産は大型倒産が発生したこともあり１０ヵ月ぶりに負債総額は前年を上回っています。

［生産活動］……………総合指数は前月並みで推移

５月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きをみ

ると、総合指数は前月比０．７％低下の９３．８と前月

並みで推移しました。

主要業種をみると、塗料や自動車部品等の生産

が落ち込んだことから化学が同１７．０％低下したほ

か、輸送機械や鉄鋼等も前月を下回りました。一

方、半導体製造装置等の生産が伸びた一般機械は

同１２．１％上昇しています。

［大型小売店］……………依然前年割れが続く

６月の大型小売店販売額は、大型小売店全体で

の販売額は前年同月比４．１％減の４９４億円と２３ヵ月

連続で前年比マイナスとなりました。

業態別でみると、百貨店は同５．８％減の２０３億円、

スーパーについても同２．８％減の２９２億円と百貨店、

スーパーともに前年割れとなりました。商品別で

は、衣料品を中心に軒並み前年を下回っています。

福岡県経済動向

24 FFG調査月報 2010年9月



50

▲50

0

546 7 8 9 10 11 612 1 2 3
20102009

（戸） （％）

500

0

1,000

2,000

2,500

3,000

1,500

前年比

持家 貸家 給与 分譲

6546 7 8 9 10 11 12 1 2 3
20102009

（億円） （％）
50

▲50

0

100

0

200

400

500

300

前年比

国 独立行政法人等 県 市町村 その他

76547 8 9 10 11 12 1 2 3
20102009

（億円） （件数）
50

10

30

0

40

80

120

160
倒産件数

負債総額

福岡県

［住宅建設］……………４ヵ月連続で前年を上回る

６月の新設住宅着工戸数は、前年同月比５．９％

増の２，５８４戸と４ヵ月連続で前年を上回りました。

用途別をみると、持家は同２．０％減の７９１戸となっ

たものの、貸家で同１７．４％増の１，３４２戸、分譲で

は同３０．９％増の４４９戸と、ともに大幅な伸びを示

しました。

［企業倒産］……………大型倒産の発生により、
負債総額は１０ヵ月ぶりに前年を上回る

７月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年同月比４４．４％減の２５件、負債

総額は同１０．８％増の１０４億円と増加しました。

負債金額３０億円を超える建設業での大型倒産の

発生により負債総額は１０ヵ月ぶりに前年を上回り

ました。

経済動向

［公共工事］……………請負金額は増加

６月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比４．１％減の６１０件、金額は同

１１．６％増の２７２億円と、請負金額は前年同月比で

増加しました。

発注者別にみると、筑後川の取水関連工事の発

注等から「国」が同７７．２％増となったほか、東九

州自動車道トンネル工事の発注等により「独立行

政法人等」で同３３．９％増と大幅な伸びとなってい

ます。

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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熊本県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）熊本県
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（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動では、一般機械については、３～４月に急上昇した反動等もあり大幅な低下が見られまし

たが、電子部品・デバイスは引き続き高水準を維持しており、総合指数もほぼ横ばい圏内で推移する

等、持ち直しの動きは続いています。

公共工事は、件数、請負金額ともに大幅に増加しましたが、住宅建設は６ヵ月連続で前年を下回っ

ています。大型小売店販売額については、主力の衣料品が伸びず前年を下回り、企業倒産は、大型倒

産の発生により負債総額は増加したものの、件数は減少しています。

［生産活動］……………総合指数は２ヵ月ぶりに低下

５月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は前月比５．１％低下の９１．０と２ヵ

月ぶりに低下しています。

主要業種別にみると、一般機械は、半導体製造

装置等の生産が３月、４月で好調だった反動等も

影響し、同３５．０％減となりました。電子部品・デ

バイスは低下したものの、依然として高水準を維

持しています。

［大型小売店］……………主力の衣料品が伸びず前年割れ

６月の大型小売店販売額は、前年同月比３．３％

減の１２８億円と、前年を下回りました。

商品別でみると、主力の衣料品では婦人服の売

上が振るわず同８．１％の減少となったのをはじめ、

概ね前年割れとなりました。

熊本県経済動向
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熊本県経済動向

［住宅建設］……………６ヵ月連続で前年を下回る

６月の新設住宅着工戸数は、前年同月比１９．９％

減の８７１戸と６ヵ月連続で前年を下回りました。

用途別にみると、住宅エコポイント事業の実施

や住宅ローン減税の影響等から持家は同３９．０％増

の４６７戸と大きな伸びを示したものの、貸家は同

３０．３％減の３２５戸、分譲が同７２．５％減の７７戸とと

もに大幅に減少しました。また、分譲のうちマン

ションは着工実績がありませんでした。

［公共工事］……………件数、請負金額ともに大幅に増加

６月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比４９．８％増の４７５件、金額が同

４０．２％増の１２３億円となり、複数の大口案件の発

注により、件数、請負金額ともに前年を大幅に上

回りました。

発注者別の請負金額をみると、九州新幹線関連

や日本中央競馬会の場外馬券販売所新設等の工事

の発注により「独立行政法人等」が同８３８．２％増

と、大きく増加しました。

［企業倒産］……………大型倒産の発生で負債総額は増加

７月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数は前年同月比４０．０％減の６件、負債

総額が同２９２．５％増の６１億円となりました。

不動産業での大型倒産の発生により負債総額は

増加しましたが、件数は減少しています。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向

総合指数 一般機械工業 電子部品・デバイス工業（右軸）
輸送機械工業 食料品・たばこ工業
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長崎県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）長崎県
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長崎県の大型小売店販売額

（出所）九州経済産業局

［長崎県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動では、新造船の生産が伸びた輸送機械や電子部品・デバイスを中心に持ち直しの動きが続

いています。住宅建設は、持家、貸家、分譲と軒並み前年を下回っています。また、公共工事は９ヵ

月ぶりに請負金額が増加し、大型小売店販売額は、前年割れが続いています。企業倒産は、件数は前

年並みとなったものの、負債金額は前年を大幅に下回りました。

［生産活動］……………輸送機械、電子部品・デバイスで大幅な上昇

５月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きをみ

ると、総合指数は前月比１８．０％上昇し１６３．０とな

りました。

業種別でみると、新造船の生産が伸びた輸送機

械が同１５０．９％上昇し、また半導体集積回路の生

産が伸びている電子部品・デバイスも同３８．０％と

上昇しました。一方、一般機械については、前月

にタービン、ボイラーの製造が伸びた反動もあり

同２１．９％低下しました。

［大型小売店］……………前年割れが継続

６月の大型小売店販売額は、前年同月比０．５％

減の９２億円と引き続き前年割れが続いています。

商品別では、電気機械器具は同４４．３％増と、新エ

コポイント制度導入以降も好調な動きが継続して

いますが、主力の衣料品は、婦人服の販売が伸び

ず同４．５％減と前年を下回りました。

長崎県経済動向
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［住宅建設］……………３ヵ月連続で前年を下回る

６月の新設住宅着工戸数は、前年同月比２５．０％

減の３８３戸と３ヵ月連続で前年を下回りました。

用途別にみると、持家は同１３．７％減の１９６戸、

貸家は同１０．７％減の１６７戸、分譲は同７７．８％減の

２０戸と軒並み前年を下回りました。また、分譲の

うちマンションについては、３ヵ月連続で着工実

績がありませんでした。

［公共工事］……………請負金額は９カ月ぶりに前年を上回る

６月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比１．３％減の３８５件、金額が同

２６．２％増の１７８億円と、請負金額は９ヵ月ぶりに

前年を上回りました。

発注者別の請負金額をみると、九州新幹線関連

工事や長崎大学病院の改修工事により「独立行政

法人等」は同３１５．４％増と、大幅に増加しました。

［企業倒産］……………負債総額は大幅に減少

７月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年同月比変わらずの７件、負債

総額が同７６．３％減の４億円と、負債総額は大幅に

減少しました。

「中小企業金融円滑化法」等の金融支援の効果

により、負債総額は低水準で推移しています。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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経済指標｜全国のデータ�

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 指数 前年比（％） 億円 前年比（％） 台 前年比（％）

２００７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ▲１２．２ ▲１８．７ ▲２２．３ １０４．０ １．８ １００．３ ０．１ ２１１，９８８ ０．３ ２，９４５，６６８ ▲５．８
２００８年 １，０９３，４８５ ３．１ １．２ ５．２ １．８ １０８．８ ４．６ １０１．７ １．４ ２０９，５１１ ▲１．２ ２，７９３，６２６ ▲５．２
２００９年 ７８８，４１０ ▲２７．９ ▲１０．６ ▲３０．８ ▲４３．７ １０３．０ ▲５．３ １００．３ ▲１．４ １９７，７５８ ▲５．６ ２，６３４，０４８ ▲５．７
２００９．５ ６２，８０５ ▲３０．８ ▲１４．９ ▲３３．３ ▲４８．１ １０２．８ ▲５．６ １００．６ ▲１．１ １６，１８０ ▲４．５ １５９，４１０ ▲１６．２

６ ６８，２６８ ▲３２．４ ▲１０．５ ▲３８．４ ▲５０．０ １０２．４ ▲６．８ １００．４ ▲１．８ １６，０２２ ▲５．２ ２１９，５０６ ▲９．４
７ ６５，９７４ ▲３２．１ ▲１２．２ ▲３６．０ ▲５０．１ １０２．９ ▲８．５ １００．１ ▲２．２ １７，３５６ ▲７．０ ２６５，８１１ ▲０．５
８ ５９，７４９ ▲３８．３ ▲２０．０ ▲４２．２ ▲５３．５ １０２．８ ▲８．５ １００．４ ▲２．２ １５，７０４ ▲５．０ １７９，５８１ ８．４
９ ６１，１８１ ▲３７．０ ▲１９．７ ▲３９．０ ▲５２．５ １０２．９ ▲８．０ １００．４ ▲２．２ １４，９３９ ▲４．２ ２９３，７０５ ９．２
１０ ６７，１２０ ▲２７．１ ▲４．９ ▲３５．６ ▲４０．６ １０２．１ ▲６．８ １００．０ ▲２．５ １５，６０９ ▲６．４ ２４０，１６９ １８．８
１１ ６８，１９８ ▲１９．１ ８．３ ▲２５．３ ▲３８．２ １０２．１ ▲５．０ ９９．８ ▲１．９ １６，２１５ ▲９．０ ２６７，７０６ ４４．０
１２ ６９，２９８ ▲１５．７ ３．０ ▲２２．７ ▲２７．４ １０２．２ ▲３．９ ９９．６ ▲１．７ ２０，６９１ ▲４．２ ２２９，６２０ ４５．４

２０１０．１ ６４，９５１ ▲８．１ ５．４ ▲１４．５ ▲１１．７ １０２．３ ▲２．２ ９９．４ ▲１．３ １７，１４７ ▲５．１ ２１８，７７５ ４２．７
２ ５６，５２７ ▲９．３ ２．９ ▲８．４ ▲２５．６ １０２．４ ▲１．６ ９９．３ ▲１．１ １４，０２３ ▲３．４ ２６８，７２０ ３８．９
３ ６５，００８ ▲２．４ ３．２ ▲１２．５ ８．８ １０２．６ ▲１．３ ９９．６ ▲１．１ １５，８３１ ▲４．１ ４０１，５２５ ４０．６
４ ６６，５６８ ０．６ ２．３ ▲７．０ ２７．４ １０３．１ ▲０．１ ９９．６ ▲１．２ １５，４６３ ▲３．１ ２００，２５２ ３６．９
５ ５９，９１１ ▲４．６ ４．８ ▲１３．５ ０．８ １０３．３ ０．５ ９９．７ ▲０．９ １５，６５６ ▲３．２ ２０６，９３３ ２９．８
６ ６８，６８８ ０．６ ４．４ ▲１０．９ ２４．６ １０２．９ ０．５ ９９．７ ▲０．７ １５，６３４ ▲２．４ ２６５，３７２ ２０．９

出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽乗用車販売台数

台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 ％ 件 前年比（％） 百億円 前年比（％） 百億円 前年比（％）

２００７年 １，４４７，１０６ ▲４．０ ４４２，５０５ ０．２ ３２３，４５９ １．０ １．０４ ３．９ １４，０９１ ６．４ ５４，２５１ ３．０ ４０，４４０ １．０
２００８年 １，４２６，９７９ ▲１．４ ４４２，７４９ ０．１ ３２４，９２９ ０．５ ０．８８ ４．０ １５，６４６ １１．０ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２
２００９年 １，２８３，４２９ ▲１０．１ ４２７，９１２ ▲３．４ ３１９，０６０ ▲１．８ ０．４８ ５．１ １５，４８０ ▲１．１ ５６，７２０ ２．４ ４１，６６２ ▲１．２
２００９．５ ８４，９９０ ▲１９．４ ３４１，７４８ ０．９ ３１７，１９５ ０．６ ０．４６ ５．２ １，２０３ ▲６．７ ５６，３１１ ２．４ ４１，７００ ３．６

６ ９９，５４９ ▲１７．８ ５６３，０５０ ▲５．３ ２９９，４３９ ▲２．８ ０．４５ ５．４ １，４２２ ７．４ ５６，８３２ ２．５ ４１，５９４ ２．９
７ １０６，２５５ ▲８．０ ４６９，５７１ ▲３．０ ３１６，６２３ ▲４．２ ０．４３ ５．７ １，３８６ １．０ ５６，２６８ ２．５ ４１，５２７ ２．８
８ ８３，７５７ ▲６．０ ３８９，４９８ ▲５．５ ３１８，０６７ ▲１．４ ０．４２ ５．５ １，２４１ ▲１．０ ５６，１１１ ２．６ ４１，３７８ ２．４
９ １１９，７４３ ▲６．３ ３４８，７８５ ▲２．９ ３０１，７９６ ▲１．９ ０．４３ ５．３ １，１５５ ▲１８．０ ５６，４２５ ２．７ ４１，６６９ ２．６
１０ ９８，６０６ ▲１２．２ ３８７，０４８ ▲４．７ ３０６，３９９ ▲２．３ ０．４３ ５．１ １，２６１ ▲１１．８ ５５，９７４ ２．７ ４１，４４５ １．３
１１ １００，２７１ ▲８．２ ３５４，７５３ ▲３．２ ３０３，５６４ ▲２．１ ０．４３ ５．２ １，１３２ ▲１１．４ ５６，５０５ ２．４ ４１，３６１ ▲０．０
１２ ９１，１９９ ▲２．７ ７６８，３８６ ▲６．４ ３５９，２５４ ▲１．７ ０．４３ ５．１ １，１３６ ▲１６．６ ５６，７２０ ２．４ ４１，６６２ ▲１．２

２０１０．１ ９９，９０６ ▲２．２ ３６２，２２７ ▲１．９ ３２１，６３３ ▲０．０ ０．４６ ４．９ １，０６３ ▲２１．８ ５６，５９１ ２．７ ４１，４０４ ▲１．１
２ １２５，２１２ ▲３．９ ３９１，０４２ ０．２ ２８５，２１１ ▲３．５ ０．４７ ４．９ １，０９０ ▲１７．３ ５６，８３７ ２．３ ４１，３８３ ▲１．３
３ １７７，５１１ ０．２ ３６２，４６６ ▲１．０ ３５２，５５２ ２．３ ０．４９ ５．０ １，３１４ ▲１４．５ ５７，９６１ ２．６ ４１，６１７ ▲１．４
４ ９７，９６８ ９．４ ３８３，９８０ ▲０．６ ３３１，６２１ ▲３．７ ０．４８ ５．１ １，１５４ ▲１３．２ ５７，７６５ ２．４ ４１，０４３ ▲１．８
５ ９３，４８８ １０．０ ３２０，５４２ ▲６．２ ３０３，３２６ ▲４．４ ０．５０ ５．２ １，０２１ ▲１５．１ ５７，９７８ ３．０ ４０，８９２ ▲１．９
６ １１１，２３７ １１．７ ５９９，６６９ ６．５ ２９７，８０９ ▲０．５ ０．５２ ５．３ １，１４８ ▲１９．３ ５７，９９６ ２．０ ４０，９４４ ▲１．６

出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 総務省 東京商工リサーチ 日本銀行

項目

年月

鉱工業指数
（２００５年＝１００）

機械受注金額
（船舶・電力
を除く民需）

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 前月（年）比（％） 前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １０７．４ １．３ １０７．８ ３．１ １０３．９ １．７ ▲４．０ １１．５ ８．６ １１９，２６８ ▲１．３ ８９，７２２ ▲１０．３
２００８年 １０３．８ ▲３．３ １０４．３ ▲３．２ １０６．７ ２．７ ▲６．０ ▲３．５ ８．０ １１５，９０１ ▲２．８ ９９，７４１ １１．２
２００９年 ８１．１ ▲２１．９ ８２．１ ▲２１．３ ９７．２ ▲８．９ ▲２６．９ ▲３３．１ ▲３４．８ １２７，１２０ ９．７ ７７，８３６ ▲２２．０
２００９．５ ７９．８ ▲２９．０ ７９．７ ▲２９．６ ９７．３ ▲８．３ ▲３．０ ▲４０．９ ▲４２．２ ７，８６６ ２．５ ５，２８９ ▲４２．２

６ ８１．０ ▲２２．５ ８１．８ ▲２１．９ ９６．１ ▲１０．３ ９．７ ▲３５．８ ▲４１．７ １０，９７７ １２．７ ６，７０９ ▲２０．４
７ ８１．９ ▲２２．３ ８２．９ ▲２１．６ ９５．５ ▲１０．６ ▲９．３ ▲３６．５ ▲４０．６ １２，５１１ ２．５ ７，５４７ ▲３６．４
８ ８３．１ ▲１８．３ ８３．８ ▲１８．４ ９５．０ ▲１０．３ ０．５ ▲３６．０ ▲４１．０ １０，０６３ ８．７ ６，２３４ ▲３１．７
９ ８４．６ ▲１７．５ ８５．６ ▲１６．２ ９４．４ ▲１２．１ １０．５ ▲３０．６ ▲３６．８ １４，３１４ ２２．１ ５，０５４ ▲３２．８
１０ ８５．９ ▲１４．４ ８７．５ ▲１２．４ ９３．１ ▲１４．３ ▲４．５ ▲２３．２ ▲３５．５ １２，６６５ ８．３ ５，９３２ ▲２９．９
１１ ８８．１ ▲２．９ ８８．８ ▲２．２ ９３．２ ▲１４．２ ▲１１．３ ▲６．３ ▲１６．７ ８，４４１ ▲０．０ ６，７３３ ▲７．８
１２ ９０．４ ６．４ ９０．９ ６．３ ９３．０ ▲１４．６ ２０．１ １２．０ ▲５．５ ８，６５８ １０．３ ６，１０２ ▲３０．８

２０１０．１ ９４．３ １８．９ ９５．０ ２０．１ ９４．０ ▲１２．３ ▲３．７ ４０．９ ８．８ ５，７９１ ▲３．８ ５，９６５ ▲２２．０
２ ９３．７ ３１．３ ９４．８ ２９．０ ９５．５ ▲７．５ ▲５．４ ４５．３ ２９．５ ５，７９０ ▲８．８ ６，７４３ ▲１４．７
３ ９４．８ ３１．８ ９６．７ ２９．９ ９４．０ ▲６．０ ７．０ ４３．５ ２０．６ １３，４１１ ▲１６．０ ７，８０８ １８．８
４ ９６．０ ２５．９ ９８．１ ２７．１ ９４．６ ▲３．４ ４．０ ４０．４ ２４．２ １３，２７８ ▲０．１ ５，８５０ ▲４．２
５ ９６．１ ２０．４ ９６．４ ２１．０ ９６．５ ▲０．８ ▲９．１ ３２．１ ３３．４ ７，４０２ ▲５．９ ５，７１９ ８．１
６ ９５．０ １７．３ ９６．６ １８．１ ９７．２ １．２ １．６ ２７．７ ２６．１ １０，３３８ ▲５．８ ６，２８３ ▲６．４

出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

（注） ｐは速報値、ｒは修正値。鉱工業指数は、前年同期比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。大
型小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出の前年比は、名目値の前年比。可処分所得・消費支出は、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含
む）。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節調整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高は年末、月末残高。都市銀
行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。
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経済指標｜福岡県のデータ�

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００７年 １７．０ １１．６ ４，６７３ ９．９ ３，６６１ ２．１ ４５，０６６ ▲２３．６ ▲９．８ ▲２１．１ ▲４０．２ １００．０ ▲０．１ ７１６，６９９ １．０
２００８年 ８．４ ２．２ ４，２６２ ▲８．８ ３，６８０ ０．５ ４７，１３９ ４．６ ０．３ ▲３．０ ３０．３ １０１．０ １．０ ７００，４５１ ▲２．３
２００９年 ▲３３．２ ▲３５．０ ３，９６５ ▲７．０ ２，３１０ ▲３７．２ ２８，９９７ ▲３８．５ ▲１０．５ ▲４６．６ ▲４５．５ ９９．６ ▲１．３ ６６３，７７２ ▲５．２
２００９．５ ▲４０．１ ▲３６．７ ２２０ ▲６５．６ ２００ ▲２１．３ ２，３６７ ▲５３．９ ▲１８．０ ▲６７．９ ▲５０．２ １００．０ ▲１．０ ５４，２０５ ▲４．３

６ ▲２７．４ ▲３７．０ ２４４ ▲１９．２ １９０ ▲５７．６ ２，４３９ ▲４２．５ ２．９ ▲５８．８ ▲４８．７ ９９．７ ▲１．８ ５１，５０５ ▲４．０
７ ▲３８．９ ▲３９．０ ３８７ ▲２．０ １２４ ▲６９．４ ２，２７６ ▲５２．７ ▲１２．０ ▲６３．９ ▲５７．１ ９９．５ ▲２．３ ６１，２６５ ▲８．３
８ ▲３８．１ ▲４１．７ ３８５ ２６．３ １８２ ▲５８．６ １，９３８ ▲５６．９ ▲１９．２ ▲６０．６ ▲８０．４ ９９．７ ▲２．３ ５３，６９２ ▲３．０
９ ▲３６．９ ▲３５．７ ４７９ ２５．３ ２８３ ▲７．１ ２，０７８ ▲４９．０ ▲１７．７ ▲４８．３ ▲８０．４ ９９．８ ▲２．０ ４９，３１５ ▲２．６
１０ ▲２７．７ ▲３４．５ ４５１ ▲０．７ ２５９ ▲３３．３ ２，３６４ ▲３３．０ ▲１．６ ▲４５．２ ▲３３．３ ９９．４ ▲２．３ ５２，５９４ ▲４．７
１１ ▲１９．１ ▲２２．６ ２５２ ▲１０．０ １９８ ３．２ ２，４５１ ▲２２．３ １０．８ ▲３３．８ ▲２４．２ ９８．９ ▲２．１ ５２，８３２ ▲９．６
１２ ２３．１ ▲１２．９ ２７９ １８．７ ２１３ ▲１８．２ ２，７４７ ▲１９．３ ▲２．０ ▲３０．４ ▲１１．４ ９８．７ ▲１．９ ７３，３０２ ▲４．０

２０１０．１ ５０．９ ６．５ ２３２ ５．６ １４０ ▲１５．５ ２，０２３ ▲２４．５ １８．９ ▲５２．３ ３２．２ ９８．５ ▲１．６ ５７，６６３ ▲４．２
２ ６９．１ ２５．４ ２０５ ２５．１ ５７ ▲５９．０ ２，３６４ ▲１７．５ ６．５ ２６．５ ▲７６．５ ９８．５ ▲１．１ ４６，２５１ ▲３．６
３ ６９．７ ２１．３ ５４２ ２３．３ ４５６ １１５．２ ３，１８９ ２６．１ ６．４ ▲３．９ １４６．７ ９９．２ ▲０．６ ５１，６８１ ▲４．６
４ ３０．４ ２１．４ ４３２ ▲３．５ １３９ ▲３．４ ２，６２５ １５．９ １１．３ １８．３ １７．３ ９８．６ ▲１．６ ５０，０５１ ▲５．１
５ ４２．１ １８．２ ２２１ ０．６ ２３８ １９．１ ２，４１３ １．９ １９．３ ５４．２ ▲６８．１ ９８．９ ▲１．１ ５１，３９１ ▲５．２
６ ２１．７ １９．７ ２７２ １１．６ １９３ １．４ ２，５８４ ５．９ ▲２．０ １７．４ ３０．９ ９８．９ ▲０．８ ４９，４１４ ▲４．１

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００７年 １０２．４ ▲０．２ １０５．９ ３．３ １１３．６ ３．９ １０１．２ ２．９ １１２．３ ４．６ １０２．７ ▲０．３ １２２．３ ７．４
２００８年 １０２．７ ０．３ １００．８ ▲４．９ １１６．３ ２．４ １１３．７ １２．４ １１３．４ １．０ １０１．６ ▲１．１ １２２．１ ▲０．１
２００９年 ７９．６ ▲２２．５ ７６．０ ▲２４．６ ７１．８ ▲３８．３ ７２．７ ▲３６．１ ７９．６ ▲２９．８ ７８．４ ▲２２．８ １１３．３ ▲７．３
２００９．５ ７７．７ ▲２８．６ ７１．０ ▲３３．４ ６３．５ ▲４３．８ ７０．１ ▲４２．０ ８２．０ ▲３９．６ ７６．０ ▲３０．９ １１４．１ ▲３．８

６ ７９．７ ▲２４．５ ７４．０ ▲２９．４ ６４．０ ▲４７．６ ６５．５ ▲３９．７ ８３．７ ▲３１．１ ７８．９ ▲２４．３ １１７．２ ▲５．７
７ ８２．２ ▲２５．１ ８１．２ ▲１８．７ ６４．９ ▲４４．７ ６６．０ ▲４３．４ ８８．７ ▲３５．４ ８２．４ ▲２６．２ １２６．１ ７．４
８ ８３．４ ▲１７．７ ８２．４ ▲１４．４ ６７．６ ▲４０．５ ７１．７ ▲３５．８ ９１．６ ▲１５．６ ８２．７ ▲１６．７ １１０．８ ▲１１．０
９ ８５．３ ▲１４．２ ８４．５ ▲１３．２ ７２．６ ▲３６．７ ７０．７ ▲３７．２ ９６．３ ▲８．７ ８５．４ ▲１２．７ １０５．６ ▲９．４
１０ ８３．６ ▲１１．９ ８６．７ ▲１４．４ ６９．２ ▲３６．２ ６７．７ ▲３９．６ ９２．０ ▲２．０ ８３．４ ▲１０．２ １０３．０ ▲１３．２
１１ ８４．８ ▲４．２ ９１．１ ０．８ ７５．５ ▲２９．１ ６７．５ ▲３５．８ ９９．８ ３１．７ ８５．３ １．８ １００．６ ▲１９．０
１２ ８７．３ ２．５ ９９．５ ３０．２ ８１．２ ▲２２．３ ７３．４ ▲２２．９ ９８．３ ３９．７ ８７．８ ９．０ ９８．６ ▲２２．５

２０１０．１ ９３．４ ２１．５ ９２．９ ５８．８ ７９．９ ▲９．３ ８４．８ ▲３．０ １１１．５ ７０．７ ９３．３ ２６．７ ９８．６ ▲１９．４
２ ９１．３ ３９．１ １００．９ ７４．１ ８９．０ ２１．８ ８４．６ ８．９ １０５．７ １６５．０ ９１．０ ４８．６ ９１．９ ▲２５．６
３ ９３．９ ３１．０ １０３．４ ７０．１ ９８．９ ３５．８ ８９．２ ２．０ １０５．２ １３３．３ ９３．７ ４１．２ ９１．７ ▲２２．８
４ ９４．５ ２７．８ １０２．５ ６８．２ ９０．３ ３８．３ ７８．８ ２６．１ １１１．０ ５９．８ ９２．７ ２５．１ ９６．３ ▲１８．０
５ ９３．８ １７．９ ９５．６ ３４．０ ９３．１ ４５．３ ８８．３ ２６．７ １０９．５ ３０．５ ９３．２ ２０．９ １２２．８ ７．６
６

出所 福岡県調査統計課

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １１０，６３２ ▲５．０ ５７，５５６ ▲４．１ ３８９，４３９ ▲４．５ ３０７，３２８ ▲３．７ ０．８５ ５０４ ０．４ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００８年 １０５，８８９ ▲４．３ ５６，４５４ ▲１．９ ３９６，３０３ １．８ ３１２，７７５ １．８ ０．６３ ５４５ ８．１ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４
２００９年 ９９，６１６ ▲５．９ ５１，８１２ ▲８．２ ３９１，０２９ ▲１．３ ３０５，５５４ ▲２．３ ０．４２ ４８０ ▲１１．９ １７９，０５０ ２．８ １３８，７６７ ０．８
２００９．５ ５，８３０ ▲１７．６ ３，０５８ ▲２７．６ ３２１，８０３ ９．１ ２８８，６０７ ▲４．０ ０．４２ ４２ ▲８．７ １７７，９９２ ３．１ １３９，６６４ ３．６

６ ８，０６８ ▲１２．５ ４，１０９ ▲１５．１ ５１２，６４２ １．８ ２６５，０１９ ▲１．６ ０．３９ ４８ ▲２．０ １７７，８６９ ２．４ １３６，９６５ １．８
７ １０，２３７ ０．７ ４，３３０ ▲１１．９ ４５２，８００ ７．６ ３０２，５３６ ▲０．０ ０．３８ ４５ ２８．６ １７６，０９８ ２．５ １３７，６３５ ２．２
８ ７，４５４ １１．０ ３，４７３ ▲４．７ ３４９，７９９ ▲１０．４ ３０６，４２１ ▲７．７ ０．３９ ３３ ▲２５．０ １７６，０６３ ２．１ １３７，５４９ １．９
９ １１，４４９ １２．８ ４，９１９ ▲１．８ ３２２，３８７ ▲０．９ ３１１，９４５ ９．８ ０．３９ ４４ ▲２２．８ １７５，６５４ ２．９ １３８，１８２ ３．３
１０ ９，０９７ １７．７ ３，８９１ ▲４．３ ３５３，６２９ ▲１．６ ３０８，２３９ ５．８ ０．４０ ３４ ▲３２．０ １７６，５６７ ３．２ １３８，８１８ ３．６
１１ １０，２２２ ３９．９ ４，０５５ ▲７．７ ３３１，２６３ ０．７ ２６８，６３０ ▲０．２ ０．４０ ３１ ▲３６．７ １７７，０６７ ２．９ １３８，３６３ ２．３
１２ ８，４８６ ４６．６ ３，５５６ ２．３ ６４９，８９１ ▲９．６ ３６５，６６７ １３．９ ０．３９ ４５ ▲２．２ １７９，０５０ ２．８ １３８，７６７ ０．８

２０１０．１ ８，７８３ ５４．９ ４，４０５ ２．０ ３４６，３１２ ４．６ ３３８，４１１ ２０．５ ０．４１ ２７ ▲４２．６ １７８，４０８ ２．５ １３８，４１６ ０．４
２ １０，８４０ ４６．３ ５，１８４ ▲４．９ ３７１，９８５ ９．３ ２６４，７０４ ▲１７．５ ０．４２ ３０ ▲３．２ １７９，１６２ ２．５ １３８，５３４ ▲０．７
３ １４，８５７ ４７．６ ６，８７２ ▲４．７ ３２７，１９４ ▲１０．０ ３０８，０６９ １．８ ０．４３ ３６ ▲１８．２ １７９，１１８ ３．５ １３７，９３３ ▲０．６
４ ７，９２７ ４０．９ ３，９８９ １５．９ ３５０，０２８ ▲３．６ ３６０，５４６ ４．４ ０．４４ ２７ ▲２５．０ １８１，２１４ ２．４ １３７，６６０ ▲１．０
５ ８，２１９ ４１．０ ３，９４８ ２９．１ ３１３，２００ ▲２．７ ２８５，７５８ ▲１．０ ０．４５ ２２ ▲４７．６ １８１，２８３ １．８ １３７，７０７ ▲１．４
６ １０，３６７ ２８．５ ４，７４３ １５．４ ５１３，２３２ ０．１ ２８３，３８８ ６．９ ０．４６ ３１ ▲３５．４ １８１，５６０ ２．１ １３６，７２１ ▲０．２

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 掲載指標についての説明は全国の注釈参照。

31FFG調査月報 2010年9月



経済指標｜熊本県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００７年 １０９．３ ▲０．３ ９９．３ ▲１．２ １３７．８ １２．５ １１８．０ ６．３ ９１．９ ▲７．４ １０８．３ ▲０．３ １１３．２ １．１
２００８年 １０３．６ ▲５．３ ９７．９ ▲１．４ １３８．６ ０．６ ７８．２ ▲３３．８ ９４．４ ２．７ １０１．０ ▲６．８ １２４．５ １０．０
２００９年 ８０．３ ▲２２．５ ９５．７ ▲２．２ １０３．７ ▲２５．２ ４９．０ ▲３７．３ ７１．２ ▲２４．６ ７９．２ ▲２１．６ １１２．２ ▲９．９
２００９．５ ７７．２ ▲３０．０ ９４．０ ▲６．１ １０１．０ ▲３３．７ ３０．４ ▲６５．９ ７５．２ ▲２３．６ ７６．４ ▲２８．８ １１７．６ ▲２．４

６ ７８．６ ▲２４．０ ９７．８ １．７ １０７．５ ▲１９．２ ４５．４ ▲３２．７ ７０．７ ▲２８．８ ７８．５ ▲２１．２ １１２．３ ▲９．２
７ ８０．０ ▲２１．６ ９７．５ ▲１．１ １０９．４ ▲１９．０ ４８．０ ▲２４．８ ６８．４ ▲３０．２ ７８．２ ▲２２．５ １０９．６ ▲１３．５
８ ８０．４ ▲２０．４ ９４．７ ▲８．３ １０７．８ ▲１８．３ ４０．１ ▲４４．５ ７５．３ ▲２１．５ ７８．６ ▲２０．４ １０６．９ ▲１３．９
９ ８２．７ ▲１８．６ ９３．３ ３．６ １１４．３ ▲１３．９ ４９．０ ▲２４．９ ６５．９ ▲３６．０ ８０．４ ▲１８．５ １０２．５ ▲１４．３
１０ ８１．２ ▲１８．９ ９８．０ ０．６ １０９．３ ▲１７．０ ４６．０ ▲２９．４ ６５．７ ▲３５．０ ７８．８ ▲１９．５ ９６．６ ▲２５．８
１１ ８４．７ ▲１０．０ ９５．０ ０．３ １１７．４ ０．９ ５４．７ ▲０．５ ６７．９ ▲２９．１ ８１．７ ▲１０．８ ９３．４ ▲３０．４
１２ ８７．５ ▲３．８ ９１．６ ▲３．９ １２６．６ １７．０ ４７．５ ▲２１．５ ６８．６ ▲２９．４ ８２．７ ▲７．２ ９４．２ ▲３２．８

２０１０．１ ９８．３ １５．３ １００．５ ２．０ １４４．７ ５７．８ ４８．１ ▲２４．９ ７９．５ １．５ ９４．６ ９．２ ９６．１ ▲３１．７
２ ９７．７ ２６．０ ９４．６ ▲１．３ １２７．４ ６６．０ ６４．３ ２０．５ ８７．６ １０．１ ９４．２ １９．５ ９７．２ ▲２７．８
３ ９１．２ ２７．６ ９２．４ ▲３．４ １２１．７ ５７．０ ９７．２ ５３．３ ９４．４ ２５．５ ９１．０ ２４．０ ９１．９ ▲２２．２
４ ９５．９ ２２．７ ９２．９ ▲１．３ １２１．９ １５．４ １１７．８ ２０１．５ ９３．３ ３１．２ ９４．８ ２３．２ ９４．６ ▲１９．６
５ ９１．０ １７．８ ８８．３ ▲６．１ １１２．３ １１．２ ７６．６ １５１．８ ８４．８ １２．８ ８６．０ １２．６ ９０．３ ▲２３．２
６

出所 熊本県統計調査課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００７年 ３．９ ２０．８ ２，０７１ ▲０．３ １，２８９ １０．６ １３，２８６ ▲１０．３ ▲８．１ ▲７．２ ▲２７．３ ９９．９ ▲０．１ １８７，６７６ ▲０．６
２００８年 ２．６ ２６．７ ２，０２１ ▲２．４ １，０９８ ▲１４．８ １２，５４２ ▲５．６ ０．３ ▲８．７ ▲１０．５ １０１．１ １．２ １８４，１３４ ▲１．９
２００９年 ▲２６．８ ▲３６．７ ２，１２４ ５．１ ７０１ ▲３６．１ ９，８４２ ▲２１．５ ▲７．２ ▲３６．７ ▲１．２ １００．４ ▲０．７ １７２，７８５ ▲６．２
２００９．５ ▲１３．５ ▲６０．４ ９４ ▲４７．８ ５８ ▲２０．１ ６５０ ▲３８．４ ▲４．９ ▲５６．８ ▲１５．８ １００．５ ▲０．５ １４，１２０ ▲４．７

６ ▲６．３ ▲２２．１ ８７ ▲７．１ ５４ ▲３３．１ １，０８７ ２．３ ▲４．５ １９．５ ▲１２．５ １００．４ ▲１．０ １３，２７５ ▲５．６
７ ▲４７．５ ▲４０．２ １６５ ３２．２ ６０ ▲６６．２ ９２５ ▲６．８ ▲７．６ ▲５．５ ▲１４．０ １００．２ ▲１．３ １５，８８３ ▲８．４
８ ▲３０．２ ▲７０．８ １９１ ４９．９ ５１ ▲４５．０ ７５０ ▲４０．９ ▲３１．８ ▲３９．０ ▲６８．１ １００．４ ▲１．４ １３，７９７ ▲６．２
９ ▲７２．６ ▲４２．４ ３１１ ２９．７ ６８ ▲１１．０ ７５６ ▲２６．０ ▲２．４ ▲５１．４ ６３．５ １００．６ ▲１．６ １２，３８５ ▲２．８
１０ ▲１２．２ ▲５１．３ ２４９ １４．１ ９７ ２８．５ ６４８ ▲４８．０ ▲２１．８ ▲５７．６ ▲６９．４ １００．４ ▲１．９ １３，６８３ ▲５．３
１１ ▲３４．８ ▲２９．９ １６７ ４５．３ ６５ ▲２０．５ ８９７ ▲２２．９ １４．２ ▲４１．９ ▲２７．４ １００．３ ▲１．１ １３，７３８ ▲８．４
１２ ２５０．５ ▲４７．６ １５９ ６．５ ６５ ▲２０．３ ８９８ １３．０ ２２．０ ０．０ ３８．４ １００．１ ▲１．０ １９，１９３ ▲７．２

２０１０．１ ２４．８ ▲３５．７ １０８ ６．１ ３６ ▲１６．２ ７２７ ▲５．７ １３．５ ２２．２ ▲７６．４ ９９．９ ▲０．７ １５，６２７ ▲５．４
２ ４８．４ ▲１７．７ １３２ ３３．８ ８１ ６１．９ ５４４ ▲３４．１ ５．４ ▲６７．７ ▲６１．３ ９９．５ ▲０．７ １１，８６８ ▲３．１
３ ８．４ ▲２６．４ ２５０ ７．８ ８８ １４２．４ ７２８ ▲１１．１ ７．９ ３６．９ ▲６０．２ １００．１ ▲０．５ １３，５８４ ▲５．１
４ １０．９ ▲１３．０ １７５ ▲３４．５ ６４ １９．５ ６８２ ▲１６．４ １．１ ３６．０ ▲８６．３ １００．１ ▲０．７ １３，１７１ ▲３．３
５ ▲３１．０ ８０．８ １６９ ８０．０ ７０ ２０．４ ４７９ ▲２６．３ ▲２０．８ ▲４４．８ ３７．５ ９９．９ ▲０．６ １３，２３２ ▲６．３
６ ▲３８．８ １．６ １２３ ４０．２ １１４ １１１．２ ８７１ ▲１９．９ ３９．０ ▲３０．３ ▲７２．５ ９９．９ ▲０．５ １２，８４１ ▲３．３

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 ３２，２２５ ▲５．７ ２７，９９８ ▲０．４ ４３１，６１４ １０．６ ２９７，５８０ ４．６ ０．８２ １３９ ９．４ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００８年 ３１，１８４ ▲３．２ ２８，２８７ １．０ ３９４，６９６ ▲８．６ ３０８，０５０ ３．５ ０．６３ １７９ ２８．８ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０
２００９年 ３２，８５３ ５．４ ２５，９９９ ▲８．１ ３９４，８９８ ０．１ ３１２，０７０ １．３ ０．３８ １２７ ▲２９．１ ４９，７９０ ２．４ ２９，６６９ ０．５
２００９．５ １，８２４ ▲１４．４ １，７７７ ▲１８．２ ３０９，０３８ ▲２．３ ２８９，５２５ ▲８．０ ０．３５ ８ ▲５２．９ ４９，３７７ ２．０ ２９，２４９ １．９

６ ２，６８６ ７．７ ２，０４４ ▲１５．４ ５４７，２９２ ▲２．７ ２６６，５７７ ▲５．１ ０．３６ ２０ ２５．０ ４９，６６８ ０．９ ２９，１４４ １．８
７ ３，２０３ ２．１ ２，１１７ ▲８．９ ３９１，４３３ ▲４．６ ３０５，１０４ ▲８．７ ０．３５ １０ ▲２８．６ ４８，８５８ ０．７ ２９，２５８ １．８
８ ２，２９５ ２８．９ １，８１１ ▲６．８ ３１８，０９５ ▲８．５ ２８３，６３５ ▲１．２ ０．３６ ７ ▲６５．０ ４８，９７８ ０．６ ２９，１９３ １．２
９ ３，７７９ ２３．１ ２，３０１ ▲２．６ ３４１，１７２ ０．４ ３３０，０３４ １４．２ ０．３７ ７ ▲５６．３ ４８，７１３ １．１ ２９，４４８ １．８
１０ ３，１３３ ４３．７ １，９５５ ▲５．１ ３９６，９０２ ３．７ ３２２，０９７ ８．１ ０．３８ １５ １５．４ ４９，２４８ ２．６ ２９，４３５ ２．３
１１ ３，６５４ ６６．１ １，９９７ ▲８．４ ３５９，０４５ ６．９ ２９２，８５１ ▲０．７ ０．３９ １３ ０．０ ４９，１５８ １．９ ２９，２０８ ０．５
１２ ２，７０９ ７０．９ １，９０３ ▲１．４ ７５７，６１８ １２．５ ３５８，７６３ ５．５ ０．３９ ９ ▲６０．９ ４９，７９０ ２．４ ２９，６６９ ０．５

２０１０．１ ３，０１９ ５２．４ ２，１４３ ▲３．８ ３８２，９３４ １７．３ ３６１，１９７ ５．５ ０．４１ １１ ▲２６．７ ４９，２９８ ２．２ ２９，４０９ ０．０
２ ３，６６２ ５６．９ ２，６１７ ▲５．２ ４００，０６５ ２０．６ ２９６，１３０ ２０．５ ０．４１ ８ １４．３ ４９，５２９ ２．３ ２９，３６２ ０．１
３ ５，１６４ ４７．２ ３，３３５ ０．２ ３６２，７６０ １１．０ ３３８，２２８ ▲１１．７ ０．４２ １４ ２７．３ ４９，５８２ ３．３ ２９，６１８ ０．４
４ ２，４４５ ４０．０ １，９９３ １２．１ ３７３，６１１ １２．１ ３４０，３４９ ４．８ ０．４３ １２ １４０．０ ５０，３７７ ２．３ ２９，１８９ ０．１
５ ２，７３４ ４９．９ ２，０２１ １３．７ ３１５，０１９ １．９ ３０３，００５ ４．７ ０．４５ ３ ▲６２．５ ５０，４３２ ２．１ ２９，３００ ０．２
６ ３，３２１ ２３．６ ２，１９７ ７．５ ４６４，１４８ ▲１５．２ ２９４，５８４ １０．５ ０．４６ ９ ▲５５．０ ５０，６８０ ２．０ ２９，３５５ ０．７

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。
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経済指標｜長崎県のデータ�

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００７年 ６．０ ２０．７ ７０，２４７ ８．２１，８６２ ５．５ ６４４ ▲２２．５ ６，９０１ ▲２２．８ ▲１９．６ ▲１１．９ ▲５６．６５，０００ ４．７ ９９．７ ▲０．１
２００８年 ５．７ ５７．５ ７３，４９９ ４．６１，５７５ ▲１５．４ ５８２ ▲９．６ ６，９４２ ０．６ １．５ ▲８．９ ５１．３４，５９３ ▲８．１１００．９ １．２
２００９年 ７．２ ▲５３．４ ５９，９０１ ▲１８．５１，９５９ ２４．４ ５９６ ２．３ ５，７６７ ▲１６．９ ▲１３．７ ▲９．５ ▲５３．９３，８５０ ▲１６．２ ９９．９ ▲１．０
２００９．５ ２２．２ ▲６６．４ ５，０１１ ▲２５．７ １０４ １４７．０ ４４ ２６．５ ４２４ ５．７ ２．９ ３９．６ ▲７９．３ ４６５ ▲１２．２１００．４ ▲０．５

６ ３．２ ▲４９．５ ４，０５６ ▲２８．７ １４１ ２２．６ ７９ ６８．６ ５１１ ▲３２．５ ▲１３．０ ▲４９．３ ▲２９．１ ２３２ ▲１５．７ ９９．７ ▲１．４
７ ２３．３ ▲５７．０ ３，９０５ ▲３２．７ ２４５ ９７．６ ２７ ▲７２．６ ３６１ ▲２１．０ ▲５．２ ▲２５．０ ▲７３．５ ２４３ ▲２６．９ ９９．６ ▲１．９
８ １６．６ ▲５１．８ ４，５７０ ▲４．０ １８６ ２３．２ １４ ▲７９．２ ３７３ ▲３８．８ ▲２９．３ ▲２０．４ ▲９２．６ ５３９ ▲０．８１００．０ ▲１．８
９ ６１．３ ▲６１．１ ４，２４６ ▲２５．４ ２６４ ７３．１ ５５ ３３．４ ４３７ ▲３０．２ ▲３．０ ▲３０．０ ▲６２．０ ３７１ １３．６ ９９．７ ▲２．２
１０ ▲１０．０ ▲４８．９ ５，０３１ ▲１４．０ １６９ ▲１２．０ ３４ ▲３２．９ ６０７ ▲１３．７ ▲１５．３ ▲９．９ ▲１８．８ ３４４ ▲１６．５ ９９．３ ▲２．６
１１ ４６．６ ▲１２．８ ５，０３１ ▲１６．８ １００ ▲１７．２ ３７ ４９．３ ６５２ ▲５．８ ▲１９．７ ８５．６ ▲９５．０ ３０８ ▲２１．０ ９９．３ ▲１．７
１２ ▲５９．８ ▲３６．５ ６，２５７ ▲１６．７ １２０ ▲１５．２ ３６ ▲２２．０ ６６８ １９．３ １．８ ３．６ ２６８．６ ２６２ ▲１６．７ ９９．０ ▲１．９

２０１０．１ ４７．３ ▲３０．３ ４，５４３ ▲１６．４ １０５ ▲１７．６ ３２ ▲８０．７ ４８７ ３．２ １．８ ▲２５．６ ２２８．６ １９１ ４．２ ９９．２ ▲１．３
２ ▲１１．０ １．１ ４，２８６ ▲１６．０ １１９ ▲２０．２ ２２ ▲３６．６ ４２４ ▲１６．０ ▲３．２ ▲２３．４ ▲５０．０ ２５０ １９．４ ９８．９ ▲１．２
３ ▲５１．２ ３７．４ ４，７７５ ▲１３．５ １８０ ▲９．９ ４６ ７３．１ ３４６ １８．５ ４．３ ４０．３ ▲２９．４ ３４６ ▲１５．０ ９９．４ ▲１．１
４ １２１．６ ０．５ ５，７０６ ▲０．６ ９８ ▲３５．８ ３３ ▲１８．６ ３７７ ▲１８．９ ▲１９．７ ▲６．１ ▲３６．８ ２６４ ▲８．２ ９８．９ ▲１．７
５ ▲０．２ １０２．６ ４，７４３ ▲５．３ ６９ ▲３３．４ １８ ▲５９．５ ３２１ ▲２４．３ ６．０ ▲６１．５ ７５．０ ４５６ ▲１．９ ９９．２ ▲１．２
６ ▲２１．４ ５４．３ ４，１０２ １．２ １７８ ２６．２ １００ ２６．７ ３８３ ▲２５．０ ▲１３．７ ▲１０．７ ▲７７．８ ２０３ ▲１２．５ ９９．３ ▲０．４

出所 門司税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００）

造船 機械等 電子部品
生産高

総合 一般機械 食料品 電子部品 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００７年 １３４．０ １１．４ １０３．５ ▲１３．８ １０４．９ ４．４ ２２８．６ ３６．３ ９８．７ ▲２．１ ２，１６６ １５．５ ３，０７９ １１．０ ３．０
２００８年 １５２．５ １３．８ １５４．２ ４９．０ １０１．８ ▲３．０ ２５５．５ １１．８ １１９．０ ２０．６ ２，２６３ ４．５ ３，１８０ ３．３ ０．７
２００９年 １２５．９ ▲１７．４ １２３．０ ▲２０．２ １０１．０ ▲０．７ １９０．３ ▲２５．５ １１０．８ ▲６．９ ２，１３１ ▲５．８ ２，４８４ ▲２１．９ ▲１８．７
２００９．５ １１７．１ ▲３２．９ １００．７ ▲４０．１ １０３．２ ０．３ １５１．４ ▲５５．１ １２１．５ ０．４ １８２ ▲０．８ １９７ ▲１９．４ ▲２０．０

６ １６４．３ ２．５ １１４．０ ▲２９．４ １０３．４ １０．１ ３５５．１ ２３．６ １１７．０ ▲０．５ １９６ ▲３．３ ２０７ ▲２９．７ ▲２５．０
７ １４２．４ ３．７ １２９．７ ▲２４．８ １０５．０ ５．３ ２３３．３ ３１．０ １２９．６ ７．９ １９５ １１．０ ２０１ ▲２６．０ ▲１．０
８ １４５．４ ▲８．２ １７６．６ ▲３．２ １０５．６ ３．７ ２２８．７ ▲１１．８ １０９．２ ▲１３．４ １７１ ▲４．０ １７２ ▲３１．１ ▲１０．５
９ １４８．０ ０．４ １６０．２ ▲４．３ １０５．０ ０．９ ２４４．０ １１．２ １０４．４ ▲１５．８ １６６ ▲１８．４ １７７ ▲３０．８ ２．７
１０ １４４．１ ▲６．４ １５９．１ １．７ １０３．６ ▲０．３ ２３６．９ ▲２．２ １０３．６ ▲１８．８ １９０ ▲１２．９ ２７５ ▲０．４ ▲１３．４
１１ １２９．８ ▲２．３ １０５．１ ▲２２．９ ９５．８ ▲３．５ ２１４．５ １９．１ １００．７ ▲１７．０ １６２ ▲４．４ １８６ ▲４１．１ ２．６
１２ １３３．９ ８．０ １４５．４ １４．９ １００．１ ２．４ ２０８．９ ２１．４ ９９．４ ▲１６．７ １５５ ▲１２．９ １９１ ▲３７．１ ４８．６

２０１０．１ １２３．４ ３２．４ １５０．０ ３９．６ １０３．４ ４．２ １７４．１ ２０３．６ ９９．９ ０．２ １３６ ▲１３．２ １７４ ▲３３．７ ８２．０
２ １３０．９ ６７．６ １５８．７ ５８．９ １０９．４ １４．８ １９７．４ １０３８．１ １０１．７ ▲１４．７ １４９ ▲８．８ １４７ ▲３１．５ １３．５
３ １３５．６ ２９．４ １５２．７ ７２．８ １０３．５ ７．７ １７６．６ ３３．５ １２９．８ １１．４ １４７ ▲２３．３ １８３ ▲８．８ ５６．８
４ １３８．１ ４７．１ ２６５．１ ２３３．６ １０３．２ ０．７ １９３．１ １７７．８ ４９．１ ▲５９．６ １５４ ▲２３．７ ２９４ ４６．７ ４９．５
５ １６３．０ ３９．２ ２０７．１ １０５．７ １０７．８ ４．５ ２６６．４ ７６．０ １２３．２ １．３ １８１ ▲０．９ ２６０ ３１．８ ８．７
６ ２２．２

出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

項目

年月

大型小売店
販売額

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １３０，３０７ ▲２．７ ２０，７１４ ▲８．６ ２３，５０６ ▲５．４３６４，６５５ ４．６３１５，６５６ １３．３ ０．６２ １４８ １８．４ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００８年 １２４，８２７ ▲４．２ ２０，２４５ ▲２．３ ２３，２５０ ▲１．１３６４，２７６ ▲０．１２９６，６２２ ▲６．０ ０．５７ １７８ ２０．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１
２００９年 １１７，９４１ ▲５．５ ２０，９２１ ３．３ ２１，７２５ ▲６．６３８８，１２９ ６．５３０８，５８８ ４．０ ０．４１ １２２ ▲３１．５ ４１，５７９ １．６ ２２，９９２ ▲３．０
２００９．５ ９，６３５ ▲４．８ １，３０８ ▲３．６ １，５２６ ▲１４．９ ３１６，７５９ １５．４２８４，５４１ ９．３ ０．４１ １２ ９．１ ４２，５０７ ２．６ ２３，７６５ ▲１．６

６ ９，２１６ ▲５．３ １，７５６ １３．４ １，７７８ ▲８．９５４５，８９４ ３．４２９２，１３９ １２．８ ０．４１ １２ ▲２９．４ ４２，２３１ ２．１ ２３，１７８ ▲２．６
７ １０，９８２ ▲７．６ １，９７９ ２．５ １，８７６ ▲１．６３７９，０８８ ２．４３０６，７２６ ７．３ ０．３９ ７ ▲５８．８ ４１，６５１ １．４ ２３，２５５ ▲２．７
８ ９，８２１ ▲５．６ １，４３２ ６．２ １，４９０ １．３３１０，６４４ ▲９．１２７３，０５０ ▲９．２ ０．３９ １１ ▲２６．７ ４１，６９７ １．０ ２３，２３９ ▲３．１
９ ８，４８０ ▲５．０ ２，３１５ １１．５ １，９５８ ▲４．７３０３，７３６ ▲８．２２５９，７０８ ▲６．６ ０．４０ ５ ▲６６．７ ４１，０２４ １．０ ２２，９６７ ▲３．０
１０ ９，０１２ ▲３．８ ２，００３ ４３．８ １，６６１ ▲５．７３６２，９３６ ９．１２６５，８１６ ▲０．６ ０．４１ １１ ▲２６．７ ４１，３１５ ２．２ ２２，９２２ ▲２．５
１１ ９，４７１ ▲７．４ ２，２５１ ６２．３ １，５９２ ▲１４．１ ３６０，７０２ ２０．６３６０，６５２ １．０ ０．４０ １０ ▲３３．３ ４１，２８１ １．３ ２２，７７６ ▲３．３
１２ １２，５８８ ▲３．１ １，８１９ ４９．７ １，５９８ ▲３．６７１３，５６４ ▲２．３４３３，５０７ ７．７ ０．４０ １８ ２８．６ ４１，５７９ １．６ ２２，９９２ ▲３．０

２０１０．１ １０，３５８ ▲７．９ １，９０４ ５４．０ １，８１５ ▲２．１３５２，３２３ １８．８３１０，６６６ ０．３ ０．４２ ９ ▲１０．０ ４１，２８０ １．６ ２２，８９６ ▲４．５
２ ８，１６１ ▲５．３ ２，１７４ ５３．７ １，９８２ ▲０．６３６２，８８７ ３．０２５８，７９８ ▲４．４ ０．４２ ６ ０．０ ４１，５０１ １．０ ２２，８５１ ▲５．２
３ ９，２９５ ▲１．４ ３，１７２ ３９．３ ２，９２３ ０．４３３９，６７３ ▲０．８３５１，００４ １０．３ ０．４１ ６ ０．０ ４１，６６３ ２．１ ２３，０５５ ▲４．５
４ ９，３１０ ▲１．５ １，５９９ ４１．４ １，５４８ ４．２３６２，２３８ ▲２．８３０２，６８５ ▲７．８ ０．４３ ３ ▲７８．６ ４２，００２ １．２ ２２，６０１ ▲２．８
５ ９，４７０ ▲１．７ １，６６２ ２７．１ １，６３３ ７．０３２１，２２０ １．４２７８，７１５ ▲２．０ ０．４４ ４ ▲６６．７ ４１，８５１ ▲１．５ ２２，９０８ ▲３．６
６ ９，１７４ ▲０．５ ２，０４３ １６．３ １，８４６ ３．８７２５，４３１ ３２．９２８９，３２２ ▲１．０ ０．４７ １１ ▲８．３ ４２，３３３ ０．２ ２２，７８４ ▲１．７

出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。漁業水揚金額は、長崎、佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁

田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、堂崎天主堂の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。
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イベント等は主催者側の都合により変更されることもあります。ご不明な点がございましたら、ＦＦＧ営業企画部総合調査グルー
プまでお問い合わせください。ＴＥＬ０９２－７２３－２５７６

アジア展示会情報

北京
場 所 展 覧 会 名 期 間

中国国際貿易中心 ２０１０国際健康生活方式博覧会 ９月１日～９月３日
２０１０北京国際児童赤ちゃん妊婦商品博覧会 ９月１１日～９月１２日
２０１０中国北京秋季不動産展示交易会 ９月１６日～９月１９日
２０１０北京国際災害減少緊急事態対応技
術設備博覧会 １０月１１日～１０月１３日

２０１０中国国際教育展覧会 １０月１６日～１０月１７日
２０１０北京国際貨幣博覧会 １０月２８日～１０月３１日
２０１０北京国際ギフト贈呈品及び家庭用
品仕入れ注文展示会 １１月２０日～１１月２２日

２０１０中国北京冬季不動産展示交易会 １１月２５日～１１月２８日
北京展覧館 ２０１０秋季中国（北京）ウィーディング博覧会 ９月３日～９月５日

２０１０中国国際金融（銀行）技術及び設備
展覧会 ９月９日～９月１２日

中国文物保護設備材料技術博覧会 ９月２０日～９月２１日
２０１０第５回中国国際流体機械展覧会 １０月１３日～１０月１５日
２０１０第９回中国国際住宅産業博覧会 １０月２８日～１０月３０日
第１７回国際自動識別技術展覧会 １１月１０日～１１月１２日
２０１０中国国際軌道交通技術展覧会 １１月１８日～１１月２０日
２０１０冬季中国（北京）ウィーディング博覧会 １２月３日～１２月５日

中国国際展覧中心 ２０１０北京国際建築ハイテク技術及び都
市建設展覧会

８月３０日～９月１日
２０１０第４回（北京）国際マホガニークラ
シック家具現代家具及び室内装飾展覧会
中国国際ビール、飲料製造技術及び設
備展覧会 ９月７日～９月１１日

２０１０中国国際空港技術、設備及びサー
ビス展覧会

９月１４日～９月１６日２０１０中国国際眼鏡業展覧会
北京国際児童及び赤ちゃん食品博覧会
２０１０北京国際軍隊民間両用技術展覧会

９月１９日～９月２１日２０１０北京国際風力エネルギー、太陽エ
ネルギー、原子力発電、電工設備技術
展覧会
２０１０中国国際情報通信展覧会 １０月１１日～１０月１５日
第１３回国際電力設備及び技術展覧会

１０月１９日～１０月２１日
第１３回中国国際膜と水処理技術及び装
備展覧会
中国機械工業省エネ廃棄物の排出減少
及び資源利用大会
第４回中国国際馬業馬術展覧会

１０月２６日～１０月２８日
中国（北京）国際自動車製造業博覧会
２０１０北京国際広告及びＬＥＤ展覧会

１０月２７日～１０月２９日
第１５回中国国際レザー、光電子及び光
電表示製品展覧会
２０１０北京国際美容美髪用品及び化粧用
品博覧会
２０１０中国国際社会公共安全製品博覧会 １１月２日～１１月５日
第７回中国（北京）国際 １１月８日～１１月１０日
２０１０中国国際真珠宝石展覧会 １１月１１日～１１月１５日
中国国際服務貿易博覧会 １１月１３日～１１月１５日
第３回中国国際環境観測機器展覧会

１１月２４日～１１月２６日
中国（北京）国際工程項目、工程機械設
備及び工程建築材料博覧会
２０１０中国国際石炭加工利用及び石炭化
工展覧会
中国創業フランチャイズブランド展覧会 １２月１８日～１２月１９日

全国農業展覧館 第１０回中国国際健康博覧会 ９月９日～９月１１日
２０１０自動車検定及び品質監督管理博覧会 ９月１４日～９月１７日
２０１０中国（北京）国際洗剤、洗浄道具展示会

１０月２０日～１０月２２日
第４回中国国際道路交通安全製品博覧会
２０１０第１０回北京国家特許フランチャイ
ズと中小型創業項目展覧会 １１月１３日～１１月１４日

中国国家会議中心 中国北京国際商務及び観光展覧会 ８月３１日～９月２日
第２１回多国器機メーター学術会議及び
展覧会 ９月６日～９月９日

第１６回中国国際複合材料工業技術展覧会 ９月１５日～９月１７日
第５回中国国際建築展覧会

１０月２０日～１０月２２日
第８回中国国際屋根、建築防水技術展覧会

大連
場 所 展 覧 会 名 期 間

大連星海会展中心 第２１回大連国際ファッション博覧会 ９月４日～９月１１日
２０１０中国（大連）農業製品博覧会 ９月１５日～９月１９日
第２回中国（大連）軽工業商品博覧会 ９月２３日～９月２７日
第２回ゴールドウィーク買物祭り ９月３０日～１０月９日
第７回東北アジア国際観光博覧会

１０月１５日～１０月１７日
第１７回大連国際ホテル設備及び用品展覧会
第１４回大連国際毛皮、皮、ダウンジャ
ケット博覧会 １１月１２日～１１月１７日

大連冬季ブランド服装服飾展覧会 １２月１１日～１２月２０日
第１５回大連国際迎春有名ブランド商品
博覧会 １２月２２日～１２月３０日

世界博覧広場 第５回中国（大連）国際服装紡績商品博覧会 ９月４日～９月７日
大連国際教育及び文化産業博覧会 ９月１７日～９月１９日
２０１０中国東北地区無公害食品博覧会 ９月２４日～９月２６日
２０１０中国家庭用品博覧会

１０月１５日～１０月１８日

第１２回中国国建築材料及び関連商品展覧会
第１１回中国国際流行家具展示即売会
２０１０中国国際地下鉄、軽快鉄道、鉄路
及び高速道路設備展覧会
２０１０大連秋季不動産交易大会
第３８回大連不動産交易会及び内装装飾
展覧会
第３０回大連市中古不動産交易会
２０１０大連中日貿易投資展示商談会 １０月２１日～１０月２２日
第７回中国大連国際海事展覧会 １０月２６日～１０月２８日
２０１０中国国際漁業博覧会 １１月２日～１１月４日
大連秋季人材募集大会 １１月１５日

青島
青島国際会展中心 第１１回中国（青島）国際紡績工業展覧会 ９月１５日～９月１７日

瀋陽
遼寧工業展覧館 ２０１０第４回中国東北アジア（瀋陽）輸出

入商品博覧会 ９月９日～９月１２日

２０１０第７回中国遼寧（瀋陽）国際農業博覧会 ９月１７日～９月２０日
２０１０中国家庭生活用品博覧会 １０月１６日～１０月１８日

瀋陽国際会展中心 第６４回中国国際医療器械博覧会
１０月１２日～１０月１５日

中国国際医療器械設計及び製造技術展覧会

蘇州
蘇州国際博覧セン
ター

２０１０第４回中国（蘇州）国際省エネ環境
保護製品及び技術展覧会 ９月３日～９月５日

第８回全国職業教育現代技術設備およ
び教材展覧会 ９月１６日～９月１８日

中国（蘇州）国際自動車博覧会 ９月２１日～９月２５日
第１３回蘇州住宅産業博覧会

１０月１日～１０月４日
第１３回蘇州装飾建材及び内装家屋展
第６８回全国自動車部品交易会および全
国自動車部品購買交易会 １０月１３日～１０月１５日

第９回ＥＭＥＸ（蘇州電子ＩＴ製品調
達展示会）／第８回中国国際集積回路
博覧会＆サミット

１０月２１日～１０月２４日

２０１０蘇州国際数値制御工作機械および
金属加工工業展 １０月２８日～１０月３０日

蘇州ショッピングフェスティバル １１月２０日～１１月２９日

上海
上海新国際博覧中心 ２０１０中国国際皮革展示会／中国国際靴

類展示会／中国国際スーツケース、毛
皮服装、服飾展示会

９月１日～９月３日
第８回中国国際海洋石油、天然ガス展
示会／中国（上海）国際石油化学技術装
備展示会
第１６回中国国際家具展示会 ９月７日～９月１０日
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場 所 展 覧 会 名 期 間

上海光大会展中心 第１０回全国農薬交流会及び農業用化学
製品展覧会 １０月２０日～１０月２２日

２０１０上海健康産業博覧会／２０１０第４回
高齢産業博覧会／２０１０第４回高齢者・
障害者介護リハビリ用品展覧会

１０月２２日～１０月２４日

２０１０第１０回上海国際天然ガス自動車、
技術設備展覧会／２０１０上海国際電動車
産業博覧会

１０月２８日～１０月３０日２０１０第８回上海インテリア、装飾品、
ギフト、工芸品展覧会
２０１０上海ネット交易会
国際ＥＭＣ・ノイズ対策技術・マイク
ロウェーブ技術交流展覧会 １１月２日～１１月４日

第１４回中国国際歯科設備展覧会及び学
術フォーラム １１月２日～１１月５日

第１０回全国農薬交流会及び農業用化学
製品展覧会 １１月７日～１１月９日

中国国際新材料工業展覧会／第７回中
国ガラス繊維複合材料展示会 １１月８日～１１月１０日

第六回上海国際児童育成、マタニティ、
ベビーケア展覧会、上海国際少年児童
服装用品博覧会

１１月１２日～１１月１４日

第１５回中国（国際）ミニ電機技術フォー
ラム／第１１回磁気材料／第９回トラン
ス／第７回制御リレ／第６回コンデン
サー技術展

１１月１７日～１１月１９日

２０１０中国国際調味料及び食品素材博覧会 １１月２３日～１１月２５日
２０１０冬中国（上海）ウェディング博覧会 １１月２７日～１１月２８日

上海国際展覧中心 ２０１０アジアペット展覧会 ９月２日～９月５日
第１回（２０１０）上海国際美術材料展覧会 ９月９日～９月１１日
第１８回中国国際パルプ、製紙、紙製品
工業展覧会及びフォーラム ９月１５日～９月１７日

２０１０中国特殊スチール工業展覧会 ９月２１日～９月２３日
第８回パウダー・バルク技術展覧会・
フォーラム

９月２７日～９月２９日２０１０中国医薬品原料、医薬中間体及び
包装設備材料展覧会／上海家庭用医療
品設備器械展覧会
２０１０中国上海ガラス工業新技術展覧会
及びガラス技術、装飾展覧会 １０月９日～１０月１１日

２０１０上海司法警察用及び安全防犯技術
製品博覧会 １０月１４日～１０月１６日

第１２回中国上海国際食品加工及び包装
機械展覧会 １０月１９日～１０月２１日

２０１０中国キャンディ文化祭／第七回中国
国際お菓子、スナック菓子食品展示会 １０月２８日～１０月３０日

２０１０上海国際水処理化学品、水溶高分
子、製紙化学品、工業表面活性剤技術
展覧会

１１月３日～１１月４日

２０１０上海国際海洋工程技術、装備展覧
会／上海国際造船工業装備、船舶設計
技術展示会

１１月８日～１１月１０日

２０１０年中国国際濾過工業展示会
１１月１７日～１１月１９日ティッシュ アジア ２０１０

（Tissue Assia２０１０）
２０１０中国国際潤滑油・グリース精製技
術設備展覧会 １１月２２日～１１月２４日
２０１０上海金属・冶金工業博覧会

香港・マカオ
Hong Kong
Convention &
Exhibition Centre

香港国際アート＆アンティークフェア
－ファインアートアジア２０１０ １０月３日～１０月６日

Interstoff アジアエッセンシャル－
２０１０秋（織物フェア） １０月６日～１０月８日

ＨＫＴＤＣ香港エレクトロニクスフェア １０月１３日～１０月１６日
Mega Show Part 1（ギフト、ハウス
ウェア、玩具他） １０月２０日～１０月２３日

ＨＫＴＤＣ香港国際照明関連フェア １０月２７日～１０月３０日
Mega Show Part 2（ギフト、ファッ
ションアクセサリー、ホームインテリ
ア、事務関連、文房具他）

１０月２８日～１０月３０日

ＨＫＴＤＣ香港眼鏡フェア
１１月３日～１１月５日

ＨＫＴＤＣ香港国際医療機器関連フェア
ＨＫＴＤＣ香港国際ワイン＆スピリッ
ツフェア １１月４日～１１月６日

第１６回香港国際ジュエリー製品ショー １１月２５日～１１月２８日
ＨＫＴＤＣ世界中小企業エキスポ

１２月２日～１２月４日
ＨＫＴＤＣ革新デザイン技術エキスポ
農産品ショー アジア２０１０ １２月１３日～１２月１５日
第８回香港フードフェスティバル

１２月２４日～１２月２７日電気用品＆家庭用電子製品エキスポ
第１０回Homex & Household エキスポ２０１０

場 所 展 覧 会 名 期 間

上海新国際博覧中心 中国国際文房具及び事務用品展示会

９月１５日～９月１７日

ミュンヘン・上海生物化学分析展覧会
上海国際不燃材料、特殊機能材料及び
合成繊維、化学繊維展示会／上海国際
プラスチック、ポリウレタン展示会
中国国際化学工業展覧会
中国国際コード・ケーブル展覧会／中
国国際管材展覧会 ９月２１日～９月２４日

第７回アジアプリンタ消耗品展覧会 ９月２７日～９月２９日
中国国際金物展覧会 ９月２８日～９月３０日
中国国際玩具・模型及び児童用品展覧会 １０月１２日～１０月１４日
中国（上海）国際楽器展覧会

１０月１２日～１０月１５日
上海国際専門照明・音響展覧会
中国国際紡績生地及び付属品（秋季）博覧会 １０月１９日～１０月２２日
アジア国際動力伝動及びコントロール
技術展覧会／アジア国際物流技術及び
運輸システム展覧会

１０月２５日～１０月２８日

２０１０中国（上海）国際ドア博覧会／ド
ア・窓製品展覧会 １０月２６日～１０月２８日

第１２回中国国際工業博覧会 １１月（詳細日時不明）
第７５回中国電子展／２０１０アジア電子展 １１月（詳細日時不明）
第１４回国際食品、飲料、ホテル設備、レ
ストラン設備、ホスピタリティ展覧会 １１月１０日～１１月１２日

中国国際旅行交易会 １１月１８日～１１月２１日
中国国際機械、建築機械、車輌及び設
備博覧会 １１月２３日～１１月２６日

中国国際ゴム技術展覧会／アジアＥｓ
ｓｅｎタイヤ展覧会

１１月２５日～１１月２７日
ＳＩＰＰＥ第５回上海国際石油・石油
化学・天然ガス技術設備展覧会

上海世貿商城
（上海マート）

第１０回中国国際流体機械展覧会 ９月１日～９月３日
２０１０第１４回上海芸術博覧会 ９月８日～９月１２日
２０１０年（上海）国際ソーシングフェア ９月１６日～９月１８日
展示会シリーズ５－第８回（秋）上海ア
パレル交易会 ９月２７日～９月２９日

２０１０上海土木工事合成材料、設備及び
技術展覧会 １０月１３日～１０月１５日

２０１０年第５回上海国際自動車改装博覧会 １０月２２日～１０月２４日
２０１０年上海国際事務（デジタル教育）デ
ジタル化技術及び設備ショー／２０１０年
上海国際教育研究機器・生物分析機器
及び研究室用設備展示会

１１月３日～１１月５日

ヨーロッパ高級家具展示会 １１月１０日～１１月２０日
上海国際陶器生活芸術博覧会 １１月１１日～１１月１５日
２０１０上海ジュエリー展覧会 １１月１９日～１１月２２日
２０１０上海冷凍冷蔵品及び商品棚展示会
／２０１０中国健康食品産業博覧会 １１月３０日～１２月２日

上海光大会展中心 第５回中国上海国際肉類工業展覧会

９月２日～９月４日
中国上海食品加工包装機械展覧会
中国上海国際健康産業展示会及び健康
産業発展フォーラム
中国上海健康食品及び間食食品展覧会
２０１０中国（上海）風力エネルギー技術設
備展覧会 ９月３日～９月５日
２０１０中国上海原子力発電工業展覧会
中国国際タイヤ博覧会 ９月８日～９月１０日
２０１０第２３回ＣＨＭＴＡ医療用品及び衛
生消耗品展覧会

９月１５日～９月１７日

第１５回中国国際品質管理・検査工業設
備展覧会
ＳＩＢＥ２０１０第４回上海インテリジェ
ント建築展覧会
２０１０上海視聴設備及び技術展覧会
第４回国際街灯、庭園灯、屋外照明・
ＬＥＤ照明（上海）展覧会
第８回（上海）病院建設、設備及び予防
医学展覧会
第１２回中国国際ベアリング及びベアリ
ング設備展覧会 ９月２１日～９月２４日

２０１０上海ドア産業展覧会
９月２８日～９月３０日

２０１０上海ホテル設備用品展覧会
２０１０第９回上海芸術及び骨董博覧会／
２０１０休日ジュエリー博覧会 １０月３日～１０月６日

２０１０第４回中国国際銅工業展覧会／中
国国際アルミニウム工業展覧会 １０月１０日～１０月１２日

２０１０上海情報セキュリティ技術及び応
用展覧会 １０月１３日～１０月１５日

２０１０中国（上海）国際車用エアコン及び
冷蔵技術展覧会 １０月１５日～１０月１７日
２０１０中国車用電機及び電源展覧会
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貿易お役立ち情報�
U s e f u l  I n f o r m a t i o n

場 所 展 覧 会 名 期 間

Hong Kong
Convention &
Exhibition Centre

香港家具関連フェア
１２月２４日～１２月２７日香港国際インテリアデザイン＆装飾品

フェア
AsiaWorld-Expo 中国調達フェア エレクトロニクス＆

コンポーネント １０月１２日～１０月１５日
中国調達フェア セキュリティ製品
中国調達フェア ベビー＆キッズ製品

１０月２０日～１０月２３日
中国調達フェア ギフト関連
中国調達フェア ホームプロダクト関連
インド調達フェア ホームプロダクト関連
スポーツソースアジア 国際スポーツ
用品関連調達フェア １０月２７日～１０月２９日

中国調達フェア ファッションアクセ
サリー

１０月２７日～１０月３０日中国調達フェア 衣料関連
中国調達フェア 下着＆水着関連
香港ＬＥＤ照明フェア
環境保護関連国際貿易フェア １１月３日～１１月６日
鉄道インテリアエキスポ ２０１０ １１月１６日～１１月１８日

ベネチアン マカオ ワイン＆グルメ アジア２０１０ １０月２８日～１０月３０日
２０１０マカオ国際消耗品エキスポ

１１月３日～１１月５日
国際靴・皮革製品展示会 マカオ
外食産業機器・食品・飲料関連エキスポ

１１月２４日～１１月２６日第５回国際オーディオ・照明・パフォー
マンスエンターテイメントエキスポ
第３回クリスマスショッピングフェス
ティバル １２月４日～１２月５日

深セン
深セン会議展覧中心
（Shenzhen
Convention &
Exhibition Centre）

２０１０深セン（秋）不動産貿易フェア＆中
国（深セン市）都市住宅エキスポ ９月２９日～１０月３日

第７回中国半導体照明国際展示会＆
フォーラム １０月１４日～１０月１６日

中国（深セン）国際物流関連フェア １０月１５日～１０月１７日
第１８回中国（深セン）国際玩具＆ギフト
フェア １０月２１日～１０月２４日

中国（深セン）国際眼鏡製品フェア １１月５日～１１月７日
第２５回世界自動車会議＆展示会 １１月５日～１１月８日
中国ハイテクフェア １１月１６日～１１月２１日
２０１０第１０回深セン国際携帯電話産業展
示会
２０１０第５回深セン国際タッチスクリー
ン展示会 １１月２５日～１１月２７日

２０１０第１１回深セン国際エレクトロニク
ス産業展示会
２０１０中国（深セン）アウトドアレクレー
ション＆レジャーエキスポ １１月２６日～１１月２８日

２０１０国際プリント回路＆電気アセンブ
リショー １２月１日～１２月３日

２０１０第４回深セン ウィンターファッ
ションフェスティバル １２月４日～１２月１２日

第３回中国（深セン）ティーカルチャー
エキスポ １２月１６日～１２月１９日

広州
広州中国輸出商品取
引会
琶洲展館
（China Import &
Export Fair
{Pazhou} Complex）

２０１０広州オートショー １０月１日～１０月５日
第１０８回中国輸出入フェア（Phase 1） １０月１５日～１０月１９日
第１０８回中国輸出入フェア（Phase 2） １０月２３日～１０月２７日
第１０８回中国輸出入フェア（Phase 3） １０月３１日～１１月４日
LINEAPELLE Asia（皮革・アクセサリー・
部品・合成品・織物等国際フェア） １１月９日～１１月１１日

第５回広州フレーム・クロスステッチ・
刺繍・アートコレクションエキスポ １１月２０日～１１月２２日

ティーエキスポ 広州２０１０ １１月２５日～１１月２８日
２０１０中国世界フルーツ＆ベジタブル貿
易フェア １１月２６日～１１月２８日

第５回中国広州国際環境保護産業・エネ
ルギー貯蓄・新エネルギー技術エキスポ

１１月３０日～１２月２日
第５回中国広州環境＆衛生設備・廃棄
物処理エキスポ
第１５回中国国際コーティング・イン
ク・接着剤関連展示会

１２月１日～１２月３日
第２３回中国国際表面コーティング製品
展示会
第４回国際海事エキスポ 中国２０１０ １２月８日～１２月１０日
第８回中国（広州）国際自動車展 １２月２１日～１２月２７日

場 所 展 覧 会 名 期 間

保利世貿博覧館
（Poly World Trade
Centre Expo）

２０１０秋 広州ハードウェア・家電製
品・自動車部品展示会 １０月１４日～１０月１７日

第２２回広州（錦漢）ハウスフェア・ギフ
トフェア １０月２１日～１０月２７日

第１７回広州（錦漢）アパレル・ホームテ
キスタイル・織物フェア １０月３１日～１１月４日

２０１０広州ハンドバッグ・ショッピング
バッグ・革靴・材料・機械フェア １１月７日～１１月９日

２０１０中国スクリーン印刷・デジタル印
刷展示会

１２月２日～１２月４日２０１０中国国際テキスタイルプリント展示会
２０１０中国（広州）ラベルプリント技術展示会
第２回広東ディスカウントトレードフェア １２月２５日～１月５日

バンコク
バンコク国際貿易展
示センター
（Bangkok
International Trade
& Exhibition Centre）

第６回タイ国際フランチャイズビジネ
スショー ２０１０

１０月７日～１０月１０日
第４回タイ小売・フード＆ホスピタリ
ティサービスエキスポ ２０１０
第７回タイ国際物流フェア ２０１０ １０月７日～１０月１１日
バンコク国際ギフトフェア ２０１０

１０月１９日～１０月２４日
バンコク国際ハウスウェアフェア ２０１０
コスメティック アジア２０１０ １１月２日～１１月４日
第７回タイ バス・トラックエキスポ
２０１０ １１月４日～１１月６日

第２４回国際工作機械＆金属加工技術貿
易展示会 １１月２４日～１１月２７日
国際シートメタル＆技術貿易展示会�
フォトフェア ２０１０ １２月１日～１２月５日
モダン家具フェア／ファッション＆
ジュエリーフェア２０１０ １２月４日～１２月１２日

Queen Sirikit
National Convention
Centre

タイ モバイルエキスポ ２０１０ ９月３０日～１０月３日
ラーニングエキスポ ２０１０ １０月７日～１０月１０日
バンコク家具ショー ２０１０ １０月９日～１０月１７日
ブックエキスポ タイ２０１０ １０月２１日～１０月３１日
タイ ベストバイ２０１０（ギフト・土産
品・ブランドネーム製品展示会） １２月３日～１２月１２日

Impact Exhibition &
Convention Centre

Woman Live 2010 Expo（ビューティ・
ファッション・健康商品等） １０月５日～１０月１０日

デジタルサイン アジア２０１０ １０月１４日～１０月１７日
スポーツワールドエキスポ ２０１０

１０月１５日～１０月２５日HomePro Expo 2010（家庭用品・アク
セサリー等）
子供関連エキスポ ２０１０ １０月２１日～１０月２４日
家具・ファッション・フードフェス
ティバル ２０１０ １１月２０日～１１月２８日

第２７回タイ国際モーターエキスポ ２０１０ １１月３０日～１２月１２日

ホーチミン・ハノイ
Ho Chi Minh
Tan Binh Exhibition
& Convention Centre

第６回ベトナム国際自動車展示会 １０月２１日～１０月２４日

Saigon Exhibition &
Convention Centre

国際旅行展示会 ２０１０ ９月３０日～１０月２日
第４回国際工作機械・金属加工技術エ
キスポ １０月７日～１０月９日

第１０回ベトナム衣料関連展示会 １０月２７日～１０月３０日
ベトナム国際飼料・肉産業展示会

１１月１０日～１１月１２日
ベトナム水・廃水産業ショー
ベトナム国際医薬機器・用品エキスポ
ベトナム国際醸造所・飲料産業展示会
第１３回ベトナム国際テレコミュニケー
ション＆情報技術展示会 １１月１７日～１１月２０日
ベトナムエレクトロニクスショー２０１０
第８回ベトナム国際貿易フェアｉｎ
ホーチミン １２月１日～１２月４日

Vietnam Exhibition
& Fair Centre,
Giang Vo, Hanoi

ベトナム国際産業フェア １０月１９日～１０月２３日
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ご好評につき定員となりました�

セミナー案内
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福 岡 会 場：福岡銀行 本店ビル４階 セミナールーム
北九州会場：福銀小倉ビル５階 セミナールーム

９月のセミナー情報
◎参加費無料
（ただし、一部有料セミナーもございます）

◎事前予約可

●各セミナーの所要時間は１時間～１時間３０分を予定しております。

●お申込みは、電話または福岡銀行ホームページにて承ります。

●各セミナーについては定員になり次第、受付を終了させていただきます。

セミナーカテゴリー Ａ・ＫＡ 投信報告会 Ｂ・ＫＢ マネー Ｃ・ＫＣ 住宅 Ｄ 年金

Ｅ・ＫＥ 生命保険 Ｆ・ＫＦ 趣味・その他

福 岡 会 場 場所：福岡銀行 本店ビル４階 セミナールーム

日付 予約コード 内 容 時 間 定員

18
�

Ｂ
３５

経済のしくみ
～大人のための休日講座・基礎編�～

講師：三菱ＵＦＪ投信

１４：００～

１５：３０

８０
名

22
�

Ｃ
４０

～心地よい空間づくりのテクニック～

はじめて考える
間取りとインテリア

講師：福岡銀行 建築士

１１：００～

１２：３０

５０
名

Ｂ
３６

日本経済からみる
株式市場の動向
～現状と今後のポイント～

講師：野村アセットマネジメント

１４：００～

１５：３０

８０
名

福岡会場（場所：福岡銀行本店ビル４階セミナールーム）のご案内

［住所］〒８１０‐８７２７福岡市中央区天神２‐１３‐１
福岡銀行本店ビル４階

ＭＡＰ

北九州会場（場所：福銀小倉ビル５階セミナールーム）のご案内

［住所］〒８０２‐０００７北九州市小倉北区船場町２‐１
福銀小倉ビル５階

ＭＡＰ

セミナー案内

日付 予約コード 内 容 時 間 定員

1
�

Ｆ
３２

国際観光都市平戸の魅力
～平戸市長が語る～

講師：平戸市長 黒田 成彦氏

１１：００～

１２：３０

８０
名

4
�

Ｄ
２１

年金の仕組み・
在職老齢年金等について

講師：社会保険労務士

１０：３０～

１２：３０

５０
名

Ｅ
１０

お子さまの夢をかなえよう
～お子さまの教育資金～

講師：アフラック
（アメリカンファミリー生命保険会社）

１４：００～

１５：３０

５０
名

10
�

Ａ
６１

投資信託運用報告会※

『グローバル・ソブリン・オープン
（３ヶ月決算型）』

講師：国際投信投資顧問

１１：００～

１２：３０

８０
名

Ａ
６２

投資信託運用報告会※

『ふくふく』

講師：三菱ＵＦＪ投信

１４：００～

１５：３０

８０
名

15
�

Ｃ
３８

～家を買う人・買った人～

住まいのリフォーム・
メンテナンス

講師：福岡銀行 建築士

１１：００～

１２：３０

５０
名

Ａ
６３

投資信託運用報告会※

『ニッセイ日本勝ち組ファンド』

講師：ニッセイアセットマネジメント

１４：００～

１５：３０

８０
名

18
�

Ｃ
３９

長く楽しく暮らせる住まい
～長寿命住宅のススメ～

講師：福岡銀行 建築士

１１：００～

１２：３０

５０
名

※既に対象商品を保有されている方を対象と致します。
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マネーセミナー・生命保険セミナー・�
投信報告会ご案内にあたっての留意点�

■本案内に記載のセミナーでは、金融商品の勧誘を行うことが
　あります。�
■これらの金融商品へのご投資には、各商品等に所定の手数料
　等（投資信託の場合は、銘柄ごとに設定された販売手数料及
　び信託報酬等の諸経費、個人年金保険の場合は、契約初期費
　用のほか、保険関係費用・運用関係費用・年金管理費用等の
　諸経費、等）をご負担いただく場合があります。また、各商品
　等には価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。�
　商品ごとに手数料等およびリスクは異なりますので、当該商
　品等の「契約締結前交付書面」や「投資信託説明書（交付目
　論見書）」、「年金保険ご契約のしおり・約款」またはお客様向
　け資料等をよくお読みください。�

［商 品 等］株式会社 福岡銀行（登録金融機関）�
［登録番号］福岡財務支局長（登金）第7号�
［加入協会］日本証券業協会�

北九州会場 場所：福銀小倉ビル５階 セミナールーム

日付 予約コード 内 容 時 間 定員

2
�

ＫＦ
６

～魅力のワークライフバランス～

オーストラリアを知ろう

講師：在福岡オーストラリア総領事館

１１：００～

１２：３０

８０
名

ＫＦ
７

地球温暖化の影響

講師：福岡大学
環境未来オフィス教授 守田 治氏

１４：００～

１７：００

４０
名

9
�

ＫＣ
２５

～心地よい空間づくりのテクニック～

はじめて考える
間取りとインテリア

講師：福岡銀行 建築士

１１：００～

１２：３０

５０
名

ＫＡ
１５

投資信託運用報告会※

『グローバル・ソブリン・オープン
（３ヶ月決算型）』

講師：国際投信投資顧問

１４：００～

１５：３０

８０
名

11
�

ＫＥ
２

お子さまの夢をかなえよう
～お子さまの教育資金～

講師：アフラック
（アメリカンファミリー生命保険会社）

１１：００～

１２：３０

５０
名

ＫＢ
２３

経済のしくみ
～大人のための休日講座・基礎編�～

講師：三菱ＵＦＪ投信

１４：００～

１５：３０

８０
名

14
�

ＫＦ
８

最近の葬儀事情と
エンディングノートの書き方

講師：飛鳥会館 代表取締役
古賀 匡郁氏

１１：００～

１２：３０

８０
名

ＫＡ
１６

投資信託運用報告会※

『ニッセイ日本勝ち組ファンド』

講師：ニッセイアセットマネジメント

１４：００～

１５：３０

８０
名

17
�

ＫＡ
１７

投資信託運用報告会※

『ふくふく』

講師：三菱ＵＦＪ投信

１４：００～

１５：３０

８０
名

21
�

ＫＢ
２４

日本経済からみる
株式市場の動向
～現状と今後のポイント～

講師：野村アセットマネジメント

１４：００～

１５：３０

８０
名

日付 予約コード 内 容 時 間 定員

25
�

ＫＣ
２６

まるわかり住宅ローン

講師：福岡銀行 営業推進部

１１：００～

１２：３０

３０
名

ＫＣ
２７

長く楽しく暮らせる住まい
～長寿命住宅のススメ～

講師：福岡銀行 建築士

１４：００～

１５：３０

５０
名

※既に対象商品を保有されている方を対象と致します。

平成２２年８月１日現在
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ＦＦＧ経営者クラブ 新サービスのご案内

ＦＦＧ調査月報２８号 ２０１０年８月２５日／�ＦＦＧビジネスコンサルティング
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２５７６ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂
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2010年8月1日現在
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